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1. 計画策定の基本的事項 
1.1. 計画の趣旨 
市町村は、当該地域の一般廃棄物処理に関する計画を定めなければならないとされています（廃

棄物の処理及び清掃に関する法律 第 6条第 1項）。 

八潮市（以下、「本市」という）は、平成 2９年 3 月に「八潮市一般廃棄物処理基本計画-ごみ

処理編-」（改訂版）を策定し、ごみの減量化や資源化、さらには適正な処理に取り組んできまし

た。 

近年の国際的な風潮として、複数の課題の統合的解決を目指す「持続可能な開発目標（ＳＤＧ

ｓ）」が国連サミットにおいて全会一致で採択されました。国も持続可能な社会づくりの総合的な

取組みを目指し、平成３０年（2018年）６月に閣議決定された「第四次循環型社会形成推進基

本計画」では、「持続可能な社会づくりとの統合的な取組」を進めていくことを掲げています。さ

らに、国民運動として食品ロスの削減を推進することを明記した「食品ロスの削減の推進に関す

る法律」の施行（令和元年１０月）や、ワンウェイプラスチック排出量の削減などを目指す「プ

ラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」の公布（令和３年６月）など循環型社会形成

へ向けた動きが進んでいます。 

埼玉県（以下、「県」という。）でも、令和３年 3月に食品ロス削減推進計画としての位置付け

も包括した「第９次埼玉県廃棄物処理基本計画」が策定されています。 

また、本市では令和３年４月に可燃ごみとし尿を共同で処理する５市１町で「２０５０年まで

に二酸化炭素排出実質ゼロ」を表明する「ゼロカーボンシティ」共同宣言を行いました。 

本計画は、これらの廃棄物を取り巻く様々な社会情勢の変化や新たな課題に対応するため、本

市の廃棄物処理事業の指標となるごみ処理に関する内容について計画的に推進するため策定する

ものです。 
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1.2. 計画の位置付け 
本計画は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下、「廃棄物処理法」という。）」の第 6条

第 1 項の規定に基づいて、同法の目的である生活環境の保全と公衆衛生の向上を図りつつ、一般

廃棄物の適正な処理を行うため、本市の区域内の一般廃棄物処理に関する計画を定めるものです。 

 

 
 図 1-1 本計画の位置付け 

  

＜廃棄物の適正処理＞ ＜再生利用の促進＞

＜個別物品の特性に応じた規制＞

＜国が率先して再生品などの調達を推進＞

環境基本法

環境基本計画

循環型社会形成推進基本法

循環型社会形成推進基本計画

資源有効利用促進法

家電リサイクル法

容器包装リサイクル法

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（廃棄物処理法）

プラスチック資源循環促進法第9次埼玉県廃棄物処理基本計画

食品ロス削減推進法

食品リサイクル法

廃棄物処理法基本方針

廃棄物処理施設整備計画

一般廃棄物処理実施計画 分別収集計画

埼玉県環境基本計画

グリーン購入法

小型家電リサイクル法

第5次八潮市総合計画

第2次八潮市環境基本計画

八潮市一般廃棄物処理基本計画

（ごみ・生活排水）

東埼玉資源環境組合

循環型社会形成推進地域計画

八潮市
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1.3. 計画の期間 
本計画は、今後１０年間を本計画の計画対象期間とし、計画目標年度は令和１3年度としま

す。 

ただし、社会情勢の変化があった場合には適宜見直すこととします。 

 

 
 

 

1.4. 対象区域及び対象とする廃棄物の範囲 
本計画の対象区域は本市の区域全域とし、対象とする廃棄物の範囲は次の通りです。 

 

 

 
図 1-2 対象とする廃棄物の範囲 

 

 

 

 

 

  

≪計画目標年次≫ 

◆計画目標年：令和１3 年度（20３1 年） 

廃棄物 一般廃棄物 ごみ 家庭系ごみ 

生活排水 

産業廃棄物 

事業系ごみ 

一般家庭の日常生活に伴って 

生じたもの 

事業活動に伴って生じたごみのうち、

産業廃棄物を除くもの 

し尿、浄化槽汚泥等 

事業活動に伴って生じたごみで、廃棄物処理法第２条第４項及び 

同施行令第 2 条で規定されている 20 種類の廃棄物 

対象とする廃棄物の範囲 
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2. 八潮市の概況 
2.1. 自然と歴史 
本市は、埼玉県の東南部、東京都心から約 15km の位置にあり、中川低地の南端に位置し、中

川と綾瀬川にはさまれた自然堤防と後背湿地からなる面積 18.02km2の平坦な地域です。 

本市地域は、昔から江戸の穀倉地帯であり、米や野菜の生産を中心とする純農村として栄えて

きました。 

その後、首都圏の人口と産業の集中の影響を受け、工場や住宅の立地が進み、人口も順調に増

加してきました。 

また、平成 17 年のつくばエクスプレスの開通以降は、八潮駅周辺の都市基盤整備と併せて人

口も更に増加しました。 

 

 
 図 2-1 八潮市の位置 

（資料）第 5 次八潮市総合計画 
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2.2. 人口 
本市の人口及び世帯数の推移は、表 2-1及び図 2-2 に示すとおりです。 

人口推移は、増加傾向を示しており、令和２年度の人口は、92,496 人となっています。世帯

数も増加傾向を示しており、令和２年度の世帯数は、44,482世帯となっています。 

 

表 2-1 人口及び世帯数の推移 
  

項目  H28 H29 H30 H31･R1 R2 

人口 人 87,527 89,212 91,148 92,262 92,496 

世帯数 世帯 39,704 41,243 42,871 43,824 44,482 

1世帯あたり人口 人/世帯 2.20 2.16 2.13 2.11 2.08 

 

 

 
図 2-2 人口及び世帯数の推移 

＊各年度人口は、年度末人口です。 
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2.3. 産業 
本市の産業別人口（経済センサス調査結果）の推移は、表 2-2及び図 2-3 に示すとおりです。 

第一次、第二次産業に従事する人口は減少傾向に、第三次産業に従事する人口は増加傾向にあ

ります。 

平成 28年度の本市の従事者人口の割合は、第三次産業が 55.8％で最も多く、次いで、第二次

産業が 44.2％となっています。 

 

表 2-2 産業別人口の推移 

項目  H21 H24 H26 H28 

第一次産業 人 24 13 15 15 

第二次産業 人 21,424 19,724 19,078 19,091 

第三次産業 人 21,908 22,095 23,506 24,110 

合計 人 43,374 41,832 42,599 43,216 

 

 
図 2-3 産業別人口の推移 

（資料）平成２１年経済センサス基礎調査 

平成２４年経済センサス活動調査 

平成２６年経済センサス基礎調査 

平成２８年経済センサス活動調査 
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3. ごみ処理の現状 
3.1. ごみ処理の現状 
3.1.1. ごみ処理フロー 
 本市の現在のごみ処理フローは、図 3-1 に示すとおりです。 

 
図 3-1 ごみ処理フロー  

排出源 ごみ種 品目 施設 搬出形態

家庭系 東埼玉資源環境組合

可燃 可燃ごみ＊ 第一工場ごみ処理施設、第二工場ごみ処理施設

資源 枝・草 堆肥化施設

資源 古紙 焼却 焼却灰 最終処分場

資源 布類 スラグ 最終処分場（東埼玉）

資源 資源ごみ 堆肥化 肥料 有料・無料配布

資源 ペットボトル

資源 白色トレイ リサイクル業者に引渡

不燃・有害 不燃ごみ

不燃・有害 乾電池 八潮市リサイクルプラザ

粗大 粗大ごみ 搬出量計

粗大 個人持込 破砕・資源化 搬出量計

＊リサイクルプラザからの可燃物分を含む 搬出量計

Cプレス

事業系 鉄千地

可燃 可燃ごみ＊ 破砕鉄

資源 枝・草 アルミプレス

資源 ビン・カン 非鉄

粗大 粗大ごみ キャップ

粗大 事業系持込 破砕アルミ

その他 公共施設 モーターコイル

その他 町内清掃 破砕ステンレス

その他 不法投棄 白色カレット

＊リサイクルプラザからの可燃物分を含む 茶カレット

緑黒カレット

集団回収 空きびん

＊ペットボトルは除く（リサイクルプラザ搬出量に重複するため） 布類（リサイクル）

乾電池

蛍光管

木製粗大ごみ

家電４品目

バッテリー

その他

焼却処理（東埼玉資源組合） 不燃残渣 最終処分場（八潮市）

堆肥化処理（東埼玉資源組合） 処理困難物 最終処分場

資源化・不燃（リサイクルプラザ）

排出源 中間処理
最終処分

リサイクル業者に引渡

リサイクルプラザ処

理残差（可燃物）と

して焼却（東埼玉）
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3.1.2. ごみ処理体制 
1） 収集・運搬の状況 

 本市の家庭系ごみの収集・運搬体制は、表 3-1に示すとおりです。現状の分別区分は、4 区

分 9 種分別となっています。 

 

表 3-1 家庭系ごみの収集・運搬体制 

区分 品目 収集容器 収集方式 収集頻度 

燃えるごみ 生ごみ、皮革製

品、ゴム製品、 

プラスチック類 

袋 

（透明・半透明） 
集積所 週 2回 

資源ごみ ビン・カン類 

布類 

袋 

（透明・半透明） 

 集積所 

月 3～4回 

月 2回 
ペットボトル 専用ネット袋 

紙類 ひもで縛る 

白色トレイ 専用容器 拠点回収 随時 

燃えないごみ 

有害ごみ 

金属類 

小型電気製品 

乾電池、蛍光灯 

体温計（水銀計） 

袋 

（透明・半透明） 
集積所 月 1回 

粗大ごみ 家具、寝具、大型

家電 など ― 

戸別収集 

（事前申込制） 

直接持込 

随時 

（平日） 
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次に、本市で収集しないごみの品目を、表 3-2に示します。事業系ごみや家電リサイクル法対

象品目は、一般廃棄物処理許可業者などが収集し、適正な搬入先に運搬する必要があります。 

 

表 3-2 市で収集しないごみ 

項目 品目 

事業系ごみ 

事務所（飲食店、商店、工場、会社、事務所、美容室、病院

など）から排出されるごみ（生ごみ、ビン・カン、ペットボトル

なども含む） 

家電リサイクル法

対象品目 
エアコン、テレビ、冷蔵庫、洗濯機、衣類乾燥機 

パソコン パソコン、ディスプレイ 

処理困難物 

土、砂利、石、汚泥、塗料、消火器、医療廃棄物（注射器、

注射針など）、がれき類、建築資材、ブロック、コンクリート、

石膏ボード、タイル、ピアノ、廃油、廃酸、廃アルカリ、耐火

金庫、タイヤ、車などのバッテリー、自動車部品 など 

多量ごみ 
引っ越し、家屋の片づけ、庭木の刈り込みなどにより出る

多量のごみ 

産業廃棄物 

事業活動に伴って生じたごみで、燃え殻、汚泥、廃油、廃

酸、廃アルカリ、廃プラスチック類その他政令で定める 20

種類の廃棄物 

 

 また、集団回収は、市内で６0 程度の団体（自治会、子ども会など）が活動しており、以下の

項目について行われています。 

・ 古紙類（新聞、雑誌、ダンボール、牛乳パック） 

・ 布類 

・ 鉄類 

・ ビン 

・ ペットボトル 

 

 

 

  



 

 

 
10 
 

2） 中間処理 

本市の中間処理は、広域で処理（東埼玉資源環境組合で可燃ごみ、枝・草を処理）するものと

市単独で処理（資源物、不燃ごみ・有害ごみ、粗大ごみ）するものがあります。 

 

（1） 焼却処理 

① 東埼玉資源環境組合第一工場ごみ処理施設 

組合構成市町から発生する可燃ごみを処理する東埼玉資源環境組合の第一工場ごみ処理施設の

概要は、表 3-3に示すとおりです。 

 

表 3-3 東埼玉資源環境組合第一工場ごみ処理施設の概要 

所在地 埼玉県越谷市増林三丁目 2番地 1 

敷地面積 45,875.44 m2（堆肥化施設を含む） 

建築面積 20,297.61 m2 

延べ面積 56,989.74 m2 

焼却処理 

方式・能力 

全連続燃焼式機械炉 

800t/日（200t/日×4炉） 

発電 

方式・能力 

抽気復水タービン 

24,000kW（12,000kW×2基） 

燃焼ガス冷却方式 廃熱ボイラ方式 

焼却灰溶融処理 

方式・能力 

アーク式電気溶融炉（現在停止中） 

80t/日（2炉：うち予備 1炉） 

余熱利用 
発電、場内熱供給（給湯）、ゆりのき荘・越谷市民プール・

農業技術センターへの熱供給（高温水） 

工期 
着工：平成 3年 12月 25日 

竣工：平成 7年 09月 30日 

 

 
図 3-2 東埼玉資源環境組合第一工場ごみ処理施設 

（資料）東埼玉資源環境組合 事業概要（令和 2 年度版）  
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② 東埼玉資源環境組合第二工場ごみ処理施設 

東埼玉資源環境組合第二工場ごみ処理施設は平成 28 年４月から稼動し、組合構成市町から発

生する可燃ごみの処理をしています。 

なお、本市の可燃ごみは、主に第二工場ごみ処理施設で処理されています。 

第二工場ごみ処理施設の概要は、表 3-4 に示すとおりです。本施設は、直接ガス化溶融炉方式

を採用しており、灰溶融をせずにスラグ化することが可能です。 

 

表 3-4 東埼玉資源環境組合第二工場ごみ処理施設の概要 

所在地 埼玉県草加市柿木町 107番地 1 

敷地面積 33,925.16 m2 

建築面積 7,685.57 m2 

延べ面積 15,379.29 m2 

焼却処理 

方式・能力 

直接ガス化溶融炉 

297t/日（148.5t/日×2炉） 

発電 

方式・能力 

抽気復水タービン 

9,400kW×1基 

太陽光発電 

30kW 

燃焼ガス冷却方式 廃熱ボイラ方式 

余熱利用 
発電、場内熱供給（給湯） 

市民温水プール(停止中)、老人福祉センターへ熱供給（蒸気） 

工期 
着工：平成 25年 3月 27日 

竣工：平成 28年 3月 15日 

 

 
図 3-3 東埼玉資源環境組合第二工場ごみ処理施設 

（資料）東埼玉資源環境組合 事業概要（令和 2 年度版） 
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（2） 焼却以外の中間処理 

① 八潮市リサイクルプラザ（資源ごみ、不燃ごみ、粗大ごみ） 

本市から発生する不燃ごみ、粗大ごみ、資源ごみ（古紙・ペットボトルは除く）は、八潮市リサ

イクルプラザで中間処理を行っています。八潮市リサイクルプラザの概要は、表 3-5 に示すとお

りです。 

 リサイクルプラザでは資源として収集されたビン、カン、布類に加えて、不燃ごみや粗大ごみ

から有価物を回収しています。 

これらに関する処理処分の方法は、表 3-6 に示すとおりです。 

 

表 3-5 八潮市リサイクルプラザの概要 

所在地 埼玉県八潮市大字八條 2365番地 1 

処理対象物 不燃ごみ、粗大ごみ、資源ごみ 

敷地面積 約 6,100㎡ 

建設面積 1,664.56㎡ 

延べ面積 3,190.955㎡ 

施設形態 選別・圧縮・破砕 

処理形態 
選別後、可燃物は焼却処理、資源は回収、不燃残渣は埋

立処分 

処理能力 30 t/日 

工期 
着工：平成 5年 11月 

竣工：平成 7年 3月 

 

表 3-6 処理処分の方法 

品目 処理処分の方法 

ビン・カン 
手選別により最初に生びんが分別される。その後、不燃・資
源ごみ用磁選機によりスチール缶が分別され、アルミ缶、ガ
ラスカレットについては手選別で分別される。 

古紙・布 
市で収集した古紙・布類については、委託された民間の資源
化業者によって処理される。 

不燃ごみ 
不燃ごみ中に含まれる鉄類は、不燃・資源ごみ用磁選機に
より分別される。アルミニウム類、ガラス類は磁選機通過後、
手選別で分別される。 

粗大ごみ 
（破砕を要する 
不燃ごみを含む） 

粗大ごみは、破砕後、粗大ごみ系磁選機及び手選別により
有価物が分別される。 

ペットボトル ペットボトルは回収後、資源化業者へ搬送される。 

白色トレイ 
白色トレイは回収後、重量測定をした後、資源化業者へ搬送
される。 

  

 

 

 

 

 

 

 

                       図 3-4 八潮市リサイクルプラザ 
                        （資料）八潮市リサイクルプラザパンフレット  



 

 

 
13 
 

② 東埼玉資源環境組合堆肥化施設（剪定枝） 

本市で発生した剪定枝や刈草を処理している東埼玉資源環境組合の堆肥化施設の概要は、表 3-

7 に示すとおりです。 

 

表 3-7 東埼玉資源環境組合堆肥化施設の概要 

所在地 埼玉県越谷市増林三丁目 2番地 1 

敷地面積 7,800 m2 

建築面積 2,772.22 m2 

延べ面積 2,772.22 m2 

方式能力 

一次破砕機：4.5 t/h 

二次破砕機：3.0 t/h 

三次破砕機：0.9 t/h 

 

 
図 3-5 東埼玉資源環境組合堆肥化施設 

（資料）東埼玉資源環境組合 事業概要（令和 2 年度版） 
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3） 最終処分 

（1） 可燃ごみ 

東埼玉資源環境組合のごみ処理施設で発生した焼却残渣、溶融後に発生する溶融スラグについ

ては、東埼玉資源環境組合の処分場であるエコパーク吉川「みどり」で埋立処理していましたが、 

現在は、焼却残渣、溶融後に発生する溶融スラグの搬入を停止しているため、現状のままで覆

土しています。 

エコパーク吉川「みどり」の概要は、表 3-8に示すとおりです。 

 

表 3-8 エコパーク吉川「みどり」の概要 

所在地 埼玉県吉川市大字高久 666番地１ 

埋立対象物 溶融スラグ 

埋立地面積 約 31,000 m2 

埋立容量 約 170,000 m3 

 

 
図 3-6 エコパーク吉川「みどり」（建設時） 

 
図 3-7 エコパーク吉川「みどり」（埋立状況） 

（資料）東埼玉資源環境組合 事業概要（令和 2 年度版） 
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（2） 不燃ごみ、資源分別残渣 

リサイクルプラザで破砕された不燃ごみ及び資源分別で発生した不燃残渣については、八潮市

一般廃棄物最終処分場で埋立処理されています。八潮市一般廃棄物最終処分場の概要は、表 3-9

示すとおりです。 

 

表 3-9 八潮市一般廃棄物最終処分場の概要 

所在地 埼玉県八潮市大字八條 2452番地 1 

埋立対象物 不燃物 

埋立地面積 約 9,454 m2 

埋立容量 約 28,700 m3 

埋立率 22.93％ 

工期 
着工：平成 4年 10月 20日 

竣工：平成 6年 9月 30日 

 

 
図 3-8 八潮市一般廃棄物最終処分場 

（資料）八潮市一般廃棄物最終処分場パンフレット 
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3.1.3. 減量・資源化に向けた普及啓発活動の実施状況 
本市の普及啓発活動の実施状況は、表 3-10 に示すとおりです。 

 

表 3-10 普及啓発活動の実施状況 

取り組み内容 具体的な取り組み 

多様な啓発活動の

実施 

広報やしお及び市のホームページに廃棄物や食品ロスに関する記事を掲

載するとともに、ごみ収集カレンダーを配布し、また、スマートフォンの分別ア

プリによる排出方法、分別などについて啓発を行っています。 

リサイクルプラザでは、市民を対象とした見学会の開催や、小学生を対象

とした社会科見学を実施するほか、ごみ啓発ポスター・標語の募集などを行

い、啓発に努めています。 

容器包装廃棄物の

減量化 

レジ袋の有料化を機に、マイバック運動を一層推進することにより、レジ袋

の削減を促し、容器包装廃棄物の減量化を図っています。 

また、商品の簡易包装について、商店、スーパーマーケットなどに協力要

請に努め、小売包装の簡素化などによる容器包装廃棄物の減量化を推進し

ています。 

リサイクルフェアの

開催 

ごみの減量化、資源化を市民に呼びかけ、限りある資源の有効利用を促

進するため、リサイクルフェアを年１回開催し、市民参加によるごみ問題の啓

発に努めています。 

ごみ袋の透明・半透

明化 

ごみ袋の透明・半透明化により、分別の徹底化及び作業員の安全確保を

図っています。 

ゴミゼロ運動の実施 

毎年 5 月の最終日曜日に、「ゴミゼロ運動」を実施しています。これには、

市内の各町会・自治会、小・中・高等学校、ボランティア団体、農協、スポーツ

少年団が参加しています。 

資源物の持ち去り禁

止条例 

市内全域のパトロールを行い、違反者を発見した場合は条例により資源

物の持ち去りが禁止されていることを説明し、資源物を集積所に戻すように

指導しています。 

集団回収団体への

奨励金の交付 

廃棄物の減量化を図ることを目的として、日常生活に伴って排出される廃

棄物の中から、再利用及び再資源化できるものを集団で回収する市民の団

体に対し、奨励金を交付しています。 

ボランティア団体に

よる清掃活動 

地域環境の保全や美化に取り組んでいる NPO や企業、学校及び町会な

どの地域清掃活動を支援しています。 
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3.2. ごみ処理の実績 
3.2.1. ごみ総排出量 
ごみ総排出量の推移は、表 3-11及び図 3-9に示すとおりです。ごみ総排出量は、わずかなが

ら増加傾向となっており、令和 2 年度で 32,335t となっています。 

1 人 1 日あたりごみ総排出量は、令和元年度までは減少していましたが、令和 2年度は前年度

から 12.02g/人・日増加し、957.78g/人・日となっています。 

令和２年度のごみ総排出量の内訳比率は、家庭系ごみが 71.6％、事業系ごみが 26.5％、集団

回収・その他が 1.9％となっています。 

平成 28年度と比較すると、事業系ごみ排出量は 8.1％減少、集団回収量は 39.8％減少、その

他が 43.7％減少しているのに対し、家庭系ごみ排出量が 10％増加しているため、ごみ総排出量

は 3％増加となっています。 

表 3-11 ごみ総排出量の推移 

項目 単位 H28 H29 H30 H31・R1 R2 

人口 人 87,527 89,212 91,148 92,262 92,496 

ごみ総排出量 ｔ 31,379.51 31,277.87 31,667.92 31,936.42 32,335.55 

 家庭系ごみ排出量 ｔ 21,042.34 21,165.08 21,570.63 22,142.34 23,162.08 

 事業系ごみ排出量 ｔ 9,317.78 9,191.36 9,255.42 9,046.87 8,560.85 

 集団回収量 ｔ 994.43 898.45 819.03 728.50 598.56 

 その他 ｔ 24.96 22.98 22.84 18.71 14.06 

1 人 1 日あたりごみ総排出量 g/人・日 982.23 960.55 951.87 945.76 957.78 

 

 
図 3-9 ごみ総排出量の推移  
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1） 家庭系ごみ排出量 

家庭系ごみ排出量の推移は、表 3-12及び図 3-10 に示すとおりです。 

1 人 1 日あたり家庭系ごみ排出量は、平成 30 年度まで減少傾向にありましたが、令和元年度

から増加に転じており、令和２年度で 686.1g/人・日となっています。 

令和２年度の家庭系ごみ排出量の内訳は、可燃ごみが排出量の 82.2％を占めており、次いで資

源物（12.1％）となっています。資源物は、古紙類と布類の排出量が増加傾向となっているため、

平成 28年度と比較して全体で 18.2％増加しています。 
 

表 3-12 家庭系ごみ排出量の推移 

項目 単位 H28 H29 H30 H31･R1 R2 

家庭系ごみ排出量 ｔ 21,042.34 21,165.08 21,570.63 22,142.34 23,162.08 

 可燃ごみ ｔ 17,611.32 17,754.92 18,039.35 18,441.92 19,034.10 

不燃・有害ごみ ｔ 790.07 787.46 843.62 916.02 964.22 

粗大ごみ ｔ 266.71 258.56 316.48 323.66 356.39 

資源物 ｔ 2,374.24 2,364.14 2,371.18 2,460.74 2,807.37 

 ビン・カン ｔ 1,077.45 1,046.27 1,000.55 1,001.26 1,069.55 

ペットボトル ｔ 219.66 240.13 248.97 258.04 277.48 

布類 ｔ 160.26 155.33 160.82 173.89 212.42 

古紙類 ｔ 910.88 915.71 956.54 1,022.70 1,242.42 

白色トレイ ｔ 0.12 0.12 0.10 0.08 0.09 

枝・草 ｔ 5.87 6.58 4.20 4.77 5.41 

人    口 人 87,527 89,212 91,148 92,262 92,496 

1 人 1 日あたり家庭系ごみ排出量 g/人・日 658.66 649.99 648.37 655.72 686.06 

 

 
図 3-10 家庭系ごみ排出量の推移  
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2） 事業系ごみ排出量 

事業系ごみ排出量の推移は、表 3-13及び図 3-11 に示すとおりです。 

事業系ごみ排出量は、全体的には減少傾向を示しており、令和 2 年度では前年から 486.02ｔ

（5.4％）減少し、8,560.85t となっています。 

事業系ごみ排出量は、経済状況の動向に左右される側面があり、令和２年度はコロナ禍におけ

る飲食店などの営業自粛の影響を受けたため大きく減少したと考えられます。 

なお、平成 2８年度と比較すると、可燃ごみが 8.9％減少し、事業系ごみ全体では 8.1％の減

少となっています。 

 

表 3-13 事業系ごみ排出量の推移 

項目 単位 H28 H29 H30 H31・R1 R2 

事業系ごみ排出量 ｔ 9,317.78 9,191.36 9,255.42 9,046.87 8,560.85 

 可燃ごみ ｔ 9,304.69 9,065.49 9,173.62 8,940.56 8,474.56 

不燃・有害ごみ ｔ 1.07 0.35 0.04 1.09 0.08 

粗大ごみ ｔ 2.26 0.00 0.00 0.00 0.00 

資源物 ｔ 9.76 125.52 81.76 105.22 86.21 

 ビン・カン ｔ 8.85 5.95 6.66 7.09 2.56 

ペットボトル ｔ 0.91 0.91 1.56 2.72 1.31 

枝・草 ｔ 0.00 118.66 73.54 95.41 82.34 

 

 
図 3-11 事業系ごみ排出量の推移  
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3） 集団回収量 

集団回収量の推移は、表 3-14 及び図 3-12 に示すとおりです。 

集団回収量は、減少傾向を示しており、令和 2 年度では 598.56ｔとなっています。 

平成 28 年度比較すると、39.8％減少しており、主に古紙類の減少幅が大きくなっています。 

 
 

表 3-14 集団回収量の推移 

項目  H28 H29 H30 H31・

R1 
R2 

集団資源回収量 ｔ 994.43 898.45 819.03 728.50 598.56 

 古紙類 ｔ 942.94 852.14 774.68 682.28 560.19 

 新聞 ｔ 387.55 336.40 296.57 249.75 168.96 

雑誌 ｔ 270.61 247.82 222.00 184.68 160.54 

段ボール ｔ 282.62 265.40 254.40 246.51 230.09 

牛乳パック ｔ 2.16 2.53 1.71 1.34 0.60 

布類 ｔ 37.40 32.49 30.37 30.60 23.37 

鉄類 ｔ 9.13 9.88 10.64 10.96 10.92 

ビン ｔ 3.63 2.58 1.40 1.09 0.68 

ペットボトル ｔ 1.33 1.36 1.94 3.57 3.40 

 

 
図 3-12 集団回収量の推移  
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4） その他のごみ 

その他のごみ量の推移は、表 3-15及び図 3-13に示すとおりです。その他のごみは、全体と

して減少傾向を示しており、特に令和元年度から減少幅が大きくなり令和２年度では、14.06ｔ

となっています。 

最も多かった不法投棄が、平成 2８年度と比較して 37.98％減少しており、公共施設、庁内清

掃も減少していることから、全体で 43.67％減少しています。 

 

表 3-15 その他のごみ量の推移 

項目  H28 H29 H30 H31・

R1 
R2 

その他のごみ ｔ 24.96 22.98 22.84 18.71 14.06 

 公共施設 ｔ 8.02 9.15 7.34 8.49 4.34 

町内清掃 ｔ 1.51 1.08 1.25 1.97 0.15 

不法投棄 ｔ 15.43 12.75 14.25 8.25 9.57 

 

 
図 3-13 その他のごみ量の推移 
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5） 中間処理量 

（1） 焼却処理量 

焼却処理量（東埼玉資源環境組合への搬入の推移）は、表 3-16 及び図 3-14 に示すとおりで

す。 

焼却処理量は、概ね横ばい傾向となっていますが、令和２年度は前年度から 0.5％増加し、

27,508.66t となっています。 

平成 28年度と比較すると、全体では 2.2％増加となっています。 

 

表 3-16 焼却処理量の推移 

項目  H28 H29 H30 H31・R1 R2 

焼却処理量 ｔ 26,916.01 26,820.41 27,212.97 27,382.48 27,508.66 

 家庭系可燃ごみ・事業系可燃ごみ搬入量 ｔ 26,417.30 26,320.90 26,647.79 26,787.50 26,854.15 
リサイクルプラザ処理残差（可燃物） ｔ 498.71 499.51 565.18 594.98 654.51 

 

 
図 3-14 焼却処理量の推移 
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（2） 焼却以外の中間処理量 

焼却以外の中間処理量（八潮市リサイクルプラザへの搬入）の推移は、表 3-17 及び図 3-15

に示すとおりです。 

焼却以外の中間処理量は、全体として増加傾向を示しており、令和 2 年度では 2,898.07t と

なっています。 

平成 28年度と比較すると、全体で 1３.2％増加しています。 
 

表 3-17 焼却以外の中間処理量の推移 
項目  H28 H29 H30 H31・

R1 
R2 

焼却以外の中間処理量 ｔ 2,561.20 2,517.94 2,601.54 2,702.48 2,898.07 

 粗大ごみ ｔ 243.83 
 

221.74 269.66 268.79 284.48 

資源ごみ ｔ 1,077.45 1,046.27 1,000.55 1,001.26 1,069.55 

不燃ごみ ｔ 789.45 786.61 842.98 915.18 963.77 

ペットボトル ｔ 219.66 240.13 248.97 258.04 277.48 

事業ビン・カン ｔ 8.85 5.95 6.66 7.09 2.56 

事業粗大 ｔ 2.26 0.00 0.00 0.00 0.00 

事業持込 ｔ 1.07 0.35 0.04 1.09 0.08 

個人持込 ｔ 31.88 36.82 46.82 54.87 71.91 

公共施設 ｔ 8.02 9.15 7.34 8.49 4.34 

町内清掃 ｔ 1.51 1.08 1.25 1.97 0.15 

不法投棄 ｔ 15.43 12.75 14.25 8.25 9.57 

布類 ｔ 160.26 155.33 160.82 173.89 212.42 

回収ペットボトル ｔ 0.91 0.91 1.56 2.72 1.31 

有害ごみ ｔ 0.62 0.85 0.64 0.84 0.45 

 

 
図 3-15 焼却以外の中間処理量の推移  
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6） 資源化量 

資源化量の推移は、表 3-18 及び図 3-16に示すとおりです。資源化量は、概ね横ばい傾向と

なっており、令和 2年度では 3,527.68tとなっています。 

リサイクル率も横ばい傾向を示しており、令和 2年度では 10.91％となっています。資源化量

の内訳は、直接資源化量が 35.22％、中間処理後資源化量が 47.81％、集団回収量が 16.97％

となっています。 

平成 28年度と比較すると、直接資源化量では 331.51ｔ（36.39％）増加しているのに対し、

集団回収量は 395.87ｔ（39.81％）減少しています。 

 

表 3-18 資源化量の推移 

項目  H28 H29 H30 H31・R1 R2 

ごみ総排出量 ｔ 31,379.51 31,277.87 31,667.92 31,936.42 32,333.55 

資源化量 ｔ 3,449.66 3,425.87 3,329.93 3,369.00 3,527.68 

 直接資源化量 ｔ 911.00 915.83 956.64 1,022.78 1,242.51 

 中間処理後資源化量 ｔ 1,544.23 1,611.59 1,554.26 1,617.72 1,686.61 

 集団回収量 ｔ 994.43 898.45 819.03 728.50 598.56 

リサイクル率 ％ 10.99 10.95 10.52 10.55 10.91 

 

 
図 3-16 資源化量の推移 
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7） 最終処分量 

最終処分量の推移は、表 3-19 及び図 3-17 に示すとおりです。最終処分量は、令和元年度ま

で減少していましたが、令和 2 年度では前年度から大幅に増加し、1730.32t となっています。 

最終処分率は横ばい傾向を示しており、令和 2 年度では 5.45％となっています。 

平成 28 年度と比較すると、最終処分量のうち、焼却残渣量が 6.00ｔ（0.44％）減少してい

ますが、不燃残渣量が 35.77ｔ（10.23％）増加、全体で 29.77ｔ（1.75％）増加となってい

ます。 

 

表 3-19 最終処分量の推移 

項目  H28 H29 H30 H31・R1 R2 

ごみ総排出量（集団回収量

を除く） 
ｔ 30,385.08 30,379.42 30,848.89 31,207.92 31,736.99 

最終処分量 ｔ 1,700.55 1,660.70 1,665.04 1,621.22 1,730.32 

 焼却残渣量 ｔ 1,351.00 1,331.00 1,317.00 1,284.00 1,345.00 

 不燃残渣量 ｔ 349.55 329.70 348.04 337.22 385.32 

最終処分率 ％ 5.60 5.47 5.40 5.19 5.45 

 

 
図 3-17 最終処分量の推移 
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8） ごみ組成（可燃ごみ） 

ごみ組成（組合ごみ処理施設で各年度 12回測定した結果の平均）の推移は、表 3-20 及び図

3-18 に示すとおりです。過去 5年間の平均で見ると、紙類が 36.82％を占めており、次いでビ

ニール/合成樹脂/ゴム・皮革類が 21.28％となっています。 

 

表 3-20 ごみ組成の推移 

項目  H28 H29 H30 H31・R1 R2 平均 

ご

み

の

種

類

組

成 

紙類 ％ 41.00 32.50 40.00 38.60 32.00 36.82 

布類 ％ 7.30 5.30 7.60 9.80 10.50 8.10 

ビニール/合成樹脂/ゴム・皮革類 ％ 23.10 19.60 21.80 20.40 21.50 21.28 

木・竹・ワラ類 ％ 5.40 25.10 19.30 15.30 18.10 

 
16.64 

厨芥類 ％ 11.10 8.90 7.30 8.40 9.20 

 
8.98 

不燃物類 ％ 2.20 2.20 1.20 2.60 2.20 2.08 

その他 ％ 9.90 6.40 2.80 4.90 6.50 6.10 

合計 ％ 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 

ごみの 

三成分 

水分 ％ 44.4 44.0 41.8 40.8 37.4 41.7 

灰分 ％ 11.3 7.5 7.2 7.7 8.2 8.4 

可燃分 ％ 44.3 48.5 51.0 51.5 54.4 49.9 

 
図 3-18 ごみ組成の実績（平成 28～令和 2年度実績の平均） 

（資料）東埼玉資源環境組合事業概要（令和 2 年度版）より作成  
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9） ごみ処理経費 

ごみ処理経費の推移は、表 3-21及び図 3-19に示すとおりです。清掃事業費は、概ね横ばい

傾向を示しており、令和 2 年度では 1,095,016千円となっています。 

1 人あたり清掃事業費も横ばい傾向を示しており、令和 2 年度では 11,839 円/人となってい

ます。 

 

表 3-21 ごみ処理経費の推移 

項目  
H28 H29 H30 H31・

R1 
R2 

人口 人 87,527 89,212 91,148 92,262 92,496 

清掃事業費 千円 1,087,027 1,096,386 1,123,717 1,175,681 1,095,016 

 環境整備総務費（人件費除く） 千円 418,357 405,136 452,114 486,882 364,294 

 人件費 千円 142,590 150,050 143,845 130,167 144,029 

 ごみ処理費 千円 329,339 343,013 335,654 353,615 373,825 

 資源化施設費 千円 183,470 187,412 177,663 189,588 197,271 

 し尿処理費 千円 13,271 10,775 14,441 15,429 15,597 

1 人あたり清掃事業費 円/人 12,419 12,290 12,328 12,743 11,839 

 

 
図 3-19 ごみ処理経費の推移 
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3.3. 組合構成市町との比較 
本市のごみ処理の状況について、環境省が公表している「一般廃棄物処理実態調査」の結果を

基に、組合構成市町と比較します。（本市の数値は、本市の統計資料を用いて比較しています。） 

 

3.3.1. 1 人 1 日あたりごみ排出量 
1 人 1 日あたりごみ総排出量の推移は、図 3-20に示すとおりです。本市のごみ総排出量は組

合構成市町と比較すると高い水準、三郷市と同程度の水準となっています。 

また、1 人 1日あたり家庭系ごみ排出量の推移は、図 3-21 に示すとおりです。家庭系ごみに

ついては、三郷市以外の組合構成市町と同程度の水準となっています。 

 

 
図 3-20 1人 1日あたりごみ総排出量の推移 

 

 
図 3-21 1人 1日あたり家庭系ごみ排出量（集団回収含む）の推移 
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3.3.2. リサイクル率 
リサイクル率の推移は、図 3-22に示すとおりです。本市のリサイクル率は、組合構成市町よ

りも低い水準にあります。 

 

 
図 3-22 リサイクル率の推移 

 

3.3.3. 最終処分率 
 最終処分率の推移は、図 3-23に示すとおりです。組合構成市町の最終処分率は、変動があり

ますが、本市の最終処分率は、組合構成市町より低い水準にあり、草加市と同程度の水準となっ

ています。 

 

 
図 3-23 最終処分率の推移 
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4. ごみ処理の課題と将来推計 
4.1. ごみ処理の評価 
現計画で設定しているごみ処理の目標について、目標値達成状況と本計画の目標値設定方針を

表 4-1に示します。 

現計画で設定した目標値のうち、事業系ごみ排出量は、計画目標年度の目標値を達成していま

す。 

しかし、それ以外の目標については、未達成の状況となっています。 

このことから、本計画の目標値の設定は、現計画の目標値達成状況と国や県の目標値、上位計

画である第 5 次八潮市総合計画の目標値を踏まえたうえで、設定する必要があります。 

 

表 4-1 現計画の目標値達成状況と目標値設定方針 

区分 現計画目標値 現計画達成状況 本計画の目標値設定方針 

目
標
値 

目標年 H33年度 － － 

基準年 H27年度 － － 

減量化 

○1 人 1 日あたり家庭系ごみ

排出量を 656g から 649g ま

で削減 

（約 1.1％削減） 

計画目標値未達成 

（R2年度 686.06g） 

○総合計画で掲げている 1人

1日あたり可燃ごみ排出量

の目標値を本計画の目標

指標とし、家庭系ごみ排出

量は参考指標とする 

○事業系ごみは今後も増加

が見込まれるため、平成 23

年度の水準まで削減するこ

とを目指す 

○事業系ごみ排出量を 9,419t

から 8,713tまで削減 

（約 7.5％削減） 

計画目標値達成 

（R2年度 8,560.85 t） 

資源化率 ○15.89％まで向上 
目標値未達成 

（R2年度 11.07％） 
総合計画と整合を図る 
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4.2. ごみ処理の課題 
4.2.1. 発生・排出抑制の課題 
ごみ排出量が微増傾向となっていることから、発生・排出抑制に係る施策を重点的に取り組ん

でいく必要があります。 

事業系可燃ごみは、年々減少傾向を示していますが、事業者の処理責任について、普及啓発や

指導していく必要があります。これについては、民間のリサイクルルートでの処理を促すなどの

取り組みも考えられます。 

また、家庭系可燃ごみの中には、ダンボール、新聞紙など、資源ごみとしてリサイクルできる

ものが多く含まれていることから資源化、減量化のためにも分別排出の徹底が必要です。 

プラスチック資源循環促進法に基づく廃プラスチック類については、国・県の動向を注視し、

情報収集を図りながら分別排出を検討していく必要があります。 

ただし、分別排出については、東埼玉資源環境組合構成市町のごみの分別区分が統一されてい

ないため、他の構成市町の意向も踏まえた対応も検討していく必要があります。 

 

4.2.2. 収集・運搬の課題 
人口増加に伴うごみの発生要素の増加や宅地の拡大によってごみ集積所の増加が予想されるこ

とから、収集日・分別区分の変更や収集区割りの見直しなど、収集・運搬体制を検討していく必

要があります。 

 

4.2.3. 中間処理の課題 
東埼玉資源環境組合において広域化処理を行っていますが、不燃物の混入抑制など、分別の徹

底などの対応が必要です。 

また、八潮市リサイクルプラザは、平成 7 年に供用開始してから 25 年以上が経過し、施設の

老朽化や処理能力の低下が進んでいます。これを受け、平成 29 年度に建築物耐用年数診断、精

密検査、長寿命化診断などを実施しました。その結果、耐用年数診断では、今現在問題なしと判

断され、計画的に修繕を実施していますが、それでもなお、発生する施設の老朽化により市内の

ごみ処理が滞る事態も想定されますことから、今後、精密検査を定期的に実施し、修繕計画の見

直しや施設の更新などを検討していく必要があります。 

 

4.2.4. 最終処分の課題 
八潮市一般廃棄物最終処分場は、開設から 25 年以上が経過していることから、今後も計画的

な維持管理に努めていく必要があります。 

また、ごみの発生・排出抑制に取り組み、最終処分量を減量することで、最終処分場の延命化

も図っていく必要があります。 
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4.3. ごみ処理の将来予測（現状のまま推移した場合） 
4.3.1. 計画人口予測 
本市の計画人口予測は、表 4-2及び図 4-1に示すとおりです。計画人口は、「八潮市人口ビジ

ョン」（平成 28年 3 月）に示された市推計値に基づき、設定しました。 

本市の人口は、今後も増加傾向となることが予想されており、本計画の目標年度である令和 

１3 年度の人口は、92,853 人と見込まれます。 

 

表 4-2 各年度計画人口 

 実績 計画 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 ～ R13 

人口 人 92,496 93,020 93,544 94,067 94,591 95,115 94,775 ～ 92,853 

 

 

 
図 4-1 八潮市の計画人口の推移 
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4.3.2. ごみ排出量の予測 
ごみ排出量の将来予測結果は、図 4-2 に示すとおりです。ごみ排出量の予測は、家庭系ごみ

排出量、集団回収量は、1 人 1 日あたり排出量に将来人口を乗じて算出しました。 

また、事業系ごみ排出量は、過去 5年間の実績から平均的な増減率を想定して算出しまし

た。本市の場合は、過去 5 年間の排出量の傾向から、事業系ごみの排出量の増加が見込まれる

と想定されることから、増加率を想定して算出しました。 

その他のごみは、排出量の想定が困難なことから、最新年度から一定で推移すると想定しまし

た。 

なお、本市は、人口が増加していくため、家庭系ごみ排出量、集団回収量も増加傾向が見込ま

れることから、現状のままでは全体的なごみ排出量が増加していくことが見込まれます。 

 

 
図 4-2 ごみ排出量の見込み 
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4.3.3. ごみ処理量の予測 
ごみ処理量（資源化量）の将来予測結果は、図 4-3 に示すとおりです。資源化量は、ごみ排

出量の将来予測人口と最新年度の処理実績を用いて算出しました。 

本市の資源化量は、人口増加に伴う家庭系ごみ排出量、集団回収量及び事業系ごみ排出量の増

加に伴い、資源化量は増加していくことが見込まれます。 

しかし、排出量に占める資源化量が大きく増加しないため、リサイクル率は若干上昇する見込

みとなっています。 

 

 
図 4-3 資源化量の見込み 
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5. ごみ処理基本計画 
5.1. 基本理念及び基本方針 
5.1.1. 基本理念 
ごみの減量・資源化を進めていくためには、市民、事業者、行政の各主体が様々な角度から取

り組んでいくことが必要です。 

このことを踏まえ、本市のごみ減量・資源化のための基本理念を以下のように定めます。 

 

 
 

5.1.2. 基本方針 
この基本理念にしたがって、ごみ減量・資源化を進めていくための基本方針を以下のとおり掲

げます。 

この基本方針の下で、具体的に取り組む施策を定めます。 

 

 
 

 
 

 
 

 
  

市民、事業者、市の共生・協働による持続可能な循環型社会の実現 

【基本方針①：市民、事業者への啓発の推進】 

様々な媒体を用いた情報提供や環境に関連するイベントの開催など、ごみ・リサイク

ルを身近に感じる環境づくりを進めます。 

事業者に向けては、減量化に向けた資源物の分別処理の要請などを実施していきます。 

【基本方針②：減量化及び資源化の促進】 

資源化可能なごみについて、分別排出の徹底を呼びかけることで、可燃ごみの減量と

資源化率の向上を図ります。 

事業者に対して、適正排出の指導、民間処理ルート活用に関する情報を提供していく

ことで、ごみ減量・資源化を促進していきます。 

【基本方針③：安全で適切な処理体制の構築】 

循環型社会の実現、快適な生活境保全を図りながら効率的収集・運搬体制の整備を目

指します。 

計画的な施設の延命化、更新を検討し、適正処理の継続を図ります。 

【基本方針④：SDGs の理解促進と行動改革】 

市民・事業者・行政が連携し、循環型社会の構築を図りそれぞれの役割を果たす中、

SDGｓの理解促進と行動改革を推進することで持続可能な社会の実現を目指します。 



 

 

 
36 
 

■計画の体系図 

  

基本理念 基本方針

市

民

、

事

業

者

、

市

の

共

生

・

協

働

に

よ

る

持

続

可

能

な

循

環

型

社

会

の

実

現

基本方針基本理念

市
民
、
事
業
者
、
市
の
共
生
・
協
働
に
よ
る

持
続
可
能
な
循
環
型
社
会
の
実
現

基本方針①

市民、事業者への啓発の推進

様々な媒体を用いた情報提供や環境に関連する

イベントの開催など、ごみ・リサイクルを身近

に感じる環境づくりを進めます。

事業者に向けては、減量化に向けた資源物の分

別処理の要請などを実施していきます。

基本方針②

減量化及び資源化の促進

資源化可能なごみについて、分別排出の徹底を

呼びかけることで、可燃ごみの減量と資源化率

の向上を図ります。

事業者に対して、適正排出の指導、民間処理

ルート活用に関する情報を提供していくことで、

ごみ減量・資源化を促進していきます。

基本方針③

安全で適切な処理体制の構築

循環型社会の実現、快適な生活境保全を図りな

がら効率的収集・運搬体制の整備を目指します。

計画的な施設の延命化、更新を検討し、適正処

理の継続を図ります。

基本方針④

SDGｓの理解促進と行動改革

市民・事業者・行政が連携し、循環型社会の構

築を図りそれぞれの役割を果たす中、SDGｓの

理解促進と行動改革を推進することで持続可能

な社会の実現を目指します。
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施策1-1 情報提供の充実

施策1-2 環境イベントの開催

施策1-3 環境教育の推進

施策1-4 市民・事業者との意見交換

施策1-5 市民・事業者の意識調査

施策1-6 環境美化指導員による普及啓発活動の支援

施策2-1 食品ロスの削減

施策2-2 分別排出の徹底

施策2-3 修理・再生事業の継続

施策2-4 資源化処理の継続

施策2-5 新たな分別区分や排出方法の検討

施策2-6 民間リサイクルルートの活用促進

施策2-7 集団資源回収の見直し及び活性化

施策2-8 多量排出事業者に対する減量計画策定等の指導

施策3-1 集積所の維持管理

施策3-2 適切な収集運搬の継続

施策3-3 適正な中間処理の継続

施策3-4 中間処理施設の維持管理・更新

施策3-5 処理体制の検討

施策3-6 適正な最終処分の継続

施策3-7 最終処分場の維持管理・更新

施策3-8 まごころ収集制度の見直し

施策4-1 環境教育の推進【再掲　施策1-3】

施策4-2 環境にやさしいライフスタイルへの転換促進

施策4-3 簡易包装の推進

施策4-4 拡大生産者責任の提唱

施策4-5 指定袋制及びごみ有料化の検討

施策4-6 食べ残し等の削減

具体的な取組内容具体的な取組内容
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5.2. 国及び県の動向 
国及び県の減量化等に係る目標値は、表 5-1に示すとおりです。 

国では、平成 30 年 6 月に閣議決定された「第 4 次循環型社会形成推進基本計画」について、

第 3 次循環型社会形成推進基本計画から目標値の見直しを行っており、排出削減に係る目標値が

再設定されています。 

また、廃棄物処理法第 5 条の 2 第 1 項の規定に基づき定められている「廃棄物の減量その他

その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針（平成 28 年

環境省告示第 7号）」で、排出削減、再生利用率、最終処分量のそれぞれに係る目標値が定められ

ています。 

県では、令和３年 3 月に策定した「第 9 次埼玉県廃棄物処理基本計画」で、排出削減に係る目

標と最終処分量、食品ロス量に係る目標を定めています。 

 

表 5-1 国及び県の減量化等の目標 

区分 

国 

「第 4 次循環型社会形成推進基本計画」 

（H30年） 

国 

「環境省告示第 7号」 

（H28年） 

県 

「第 9次埼玉県廃棄物処理基本計画」  

（R3年） 

目
標
値 

目標年 R7年度 H32年度（R2年度） R7年度 

基準年 － H24年度 — 

減量化 

〇１人１日当たりのごみ排出

量 850g 

○1 人 1 日当たりの家庭系ご

み排出量 440g 

○事業系ごみ排出量  1,100

万 t 

○ごみ排出量約 12％削減 

○１人１日当たりの家庭系ご

み排出量を 500gまで削減 

○１人１日当たりの家庭系ご

み排出量を 440gまで削減 

○事業系ごみ排出量を 451 千

tまで削減 

食品ロス 

〇家庭系の食ロス量を 2030

（R12）年度に 2000(H12)年度

の半減 

－ 240千 t 

リサイクル率 － 約 27％まで向上 － 

最終処分量 － 約 14%削減 
〇1 人 1 日当たりの一般廃棄

物最終処分量 28g 

 

  



 

 

 
39 
 

5.3. 関連計画 
 

表 5-2 第 5次八潮市総合計画での本計画の位置付け 

区 分 概 要 

計画期間 平成 28年度～令和７年度 

基本理念 「共生・協働」 「安全・安心」 

将来像 住みやすさナンバー1のまち 八潮 

ごみ減量・資

源化に関す

る取り組み 

第 5章 都市基盤・環境～快適でやすらぎと潤いのあるまち～ 

第 9節 清潔できれいなまちづくり 

【施策内容】 

（1）ごみの広域処理の充実 

（2）ごみの独自処理の充実 

（3）ごみの減量化・資源化の推進 

（4）環境衛生事業の充実 

（5）環境美化活動の推進 

【成果指標】 

○一人一日当たりのごみ搬出量（家庭系可燃ごみ） 

中間目標 545㌘（R2年度） 目標値 520㌘（R7年度） 

○資源化率（可燃ごみ・不燃ごみ・資源ごみ（事業系含む）のうち、資源となるものの割合） 

中間目標 15％（R2年度） 目標値 20％（R7年度） 

水環境の保

全に関する

取り組み 

5章 都市基盤・環境～快適でやすらぎと潤いのあるまち～ 

第 6節 治水と水循環によるまちづくり 

【施策内容】 

（1）治水対策の推進 

（2）維持管理の充実 

（3）水質汚濁の防止 

（4）河川改修事業の促進 

【成果指標】 

○公共下水道普及率（人口）    

中間目標 80％（R2年度） 目標値 87％（R7年度） 

○公共下水道水洗化率（人口） 

中間目標 94％（R2年度） 目標値 96％（R7年度） 

【主要事業（下水道課関連）】 

○雨水整備事業 

○汚水整備事業 

○施設改修事業 
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表 5-3 第 2次八潮市環境基本計画での本計画の位置付け 

区 分 概 要 

計画期間 平成 28年度～令和 7年度 

望ましい環境像 水と緑にふれあえる、環境にやさしいまち八潮 

ごみ減量・資

源化に関す

る取り組み 

地球環境分野－温室効果ガスやごみの排出量が削減された地球環境を守るまち― 

方針 3：ごみの減量化の推進 

【施策】 

①3Ｒ活動の推進 

4-3-1 リサイクル活動の推進、4-3-3 ごみ排出方法の指導 

4-3-4 出前講座の実施、4-3-5 循環資源利用の推進 

②計画的な廃棄物処理の推進 

4-3-9 一般廃棄物処理基本計画の策定、4-3-10廃棄物減量等審議会の開催 

4-3-11東埼玉資源環境組合との連携 

③リサイクルプラザの運営 

4-3-12 リサイクルプラザの運営、4-3-13 リサイクルプラザの改修・備品整備 

4-3-14 リサイクルプラザの環境整備 

④収集体制の整備 

4-3-15収集体系の見直し、4-3-16ごみカレンダー・ごみ飛散防止ネットの配布 

【関連指標・目標値】 

○リサイクルフェアの参加人数【リサイクル活動の推進】 

目標値 2,000人（R7年度） 

○資源回収団体の登録数【リサイクル活動の推進】 

目標値 90団体（R7年度） 

○1人 1日のごみ排出量（家庭系可燃ごみ）【ごみ排出方法の指導】 

目標値 520㌘（R7年度） 

○資源化率（リサイクルプラザ）【循環資源利用の推進】 

目標値 85.0％（R7年度） 

○資源化率（可燃ごみ含む）【循環資源利用の推進】 

目標値 20.0％（R7年度） 

水環境の保

全に関する

取り組み 

生活環境分野－健康で安心した生活を送ることができるまち― 

方針 1：生活環境の保全（抜粋） 

【施策】 

2-1-1 公共下水道の整備・中川流域下水道の建設 

2-1-2 水洗化の促進、2-1-3 浄化槽適正管理の促進 

【関連指標・目標値】 

○下水道普及率（公共下水道の整備・中川流域下水道の建設） 

目標値 87％（R7年度） 

○水洗化率（水洗化の促進） 

目標値 96％（R7年度） 
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5.4. 減量化目標及び資源化目標 
5.4.1. 減量化目標 
1） 設定目標値 

本計画では、発生・排出抑制に係る施策に取り組むことにより、計画目標年度までに目指す減

量化目標を以下のとおり定めます。 

 

 
 

 

 
図 5-1 減量化目標 
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≪目 標≫ 

1 人 1 日あたり家庭系可燃ごみ排出量を 490.00 g/人・日まで減量します。 

（1 人 1日あたり家庭系ごみ排出量は 621.49 g/人・日まで減量） 

事業系ごみ排出量を 8,333.38 t まで減量します。 
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2） 減量化目標の考え方 

家庭系ごみ排出量については、第 5 次八潮市総合計画で掲げているリサイクル率の目標値と整

合を図り、推計した値を目標指標として定めます（図 5-2）。 

また、事業系ごみ排出量については、今後も増加が見込まれることから、平成２３年度の水準

まで削減することを目標とします（図 5-3）。 

 

 
図 5-2 家庭系可燃ごみ排出量の目標値 

 

 
図 5-3 事業系ごみ排出量の目標値 
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5.4.2. 資源化目標 
1） 設定目標値 

本計画では、資源化に係る施策に取り組むことにより、計画目標年度までに目指す資源化目標

を以下のとおり定めます。 

 

 
 

 
図 5-4 資源化目標 
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リサイクル率を 15.89％まで向上させます。 
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2） 資源化目標の考え方 

資源化目標については、第 5 次八潮市総合計画で掲げているリサイクル率の目標値を目標指標

として定めます（図 5-5）。 

 

図 5-5 資源化の目標値 
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5.5. 目標達成に向けた施策 
5.5.1. 施策体系 
本計画で設定したごみ処理の目標を達成するために実施する施策体系は、表 5-4に示すとおり

です。 

 

表 5-4 ごみ処理基本計画の施策体系 

基本方針 施策番号 具体的な取り組み内容 新規・継続等 

市民、事業者への啓発の

推進 

施策 1-1 情報提供の充実 継続 

施策 1-2 環境イベントの開催 継続 

施策 1-3 環境教育の推進 継続 

施策 1-4 市民・事業者との意見交換 継続 

施策 1-5 市民・事業者の意識調査 継続 

施策 1-6 環境美化指導員による普及啓発活動の支援 継続 

減量化及び資源化の推

進 

施策 2-1 食品ロスの削減 継続 

施策 2-2 分別排出の徹底 継続 

施策 2-3 修理・再生事業の継続 継続 

施策 2-4 資源化処理の継続 継続 

施策 2-5 新たな分別区分や排出方法の検討 継続 

施策 2-6 民間リサイクルルートの活用促進 継続 

施策 2-7 集団資源回収の見直し及び活性化 新規 

施策 2-8 多量排出事業者に対する減量化計画策定等の指導 新規 

安全で適切な処理体制

の構築 

施策 3-1 集積所の維持管理 継続 

施策 3-2 適切な収集・運搬の継続 継続 

施策 3-3 適正な中間処理の継続 継続 

施策 3-4 中間処理施設の維持管理・更新 継続 

施策 3-5 処理体制の検討 継続 

施策 3-6 適正な最終処分の継続 継続 

施策 3-7 最終処分場の維持管理 継続 

施策 3-8 まごころ収集制度の見直し 新規 

SDGｓの理解促進と行動

改革 

施策 4-1 環境教育の推進【再掲 施策 1-3】 継続 

施策 4-2 環境にやさしいライフスタイルへの転換促進 継続 

施策 4-3 簡易包装の推進 継続 

施策 4-4 拡大生産者責任の提唱 継続 

施策 4-5 指定袋制及びごみ有料化の検討 新規 

施策 4-6 食べ残し等の削減 新規 
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5.5.2. 市民、事業者への啓発の推進 
1） 取り組み方針  

 

 
 

2） 具体的な取り組み内容 

施策 1-1 情報提供の充実 

ごみの分け方、出し方について、わかりやすくまとめたごみ収集カレンダーを作成し、市民に

配布します。スマートフォンの分別アプリによりごみ分別の周知を図ります。また、市の広報や

ホームページに、ごみ・リサイクルに関する情報を適宜掲載し、情報提供に努めます。 

 

施策 1-2 環境イベントの開催 

フリーマーケットなどによる不用品交換の促進を図る。また、市の広報やホームページを通じ

て、リサイクルに関する情報を提供します。 

また、市民、事業者による公園清掃などのボランティア活動に対する支援を行い、活動の活性

化を促します。 

 

施策 1-3 環境教育の推進 

学校教育で「ごみ・リサイクル」について学ぶ場を設け、子どもの頃からの環境教育を充実さ

せます。市のリサイクルプラザの見学などを引き続き行い、市民、事業者のごみ・リサイクルに

関する知識の強化を図ります。 

 

施策 1-4 市民・事業者との意見交換 

重要な施策などの検討にあたっては、八潮市廃棄物減量等推進審議会を活用します。審議内容

については、市民、事業者へ情報提供していきます。 

また、八潮市民美化運動推進協議会の場を活用して、市民、事業者の意見、要望をくみとり、

より効果的な普及啓発方法について検討を行います。 

 

施策 1-5 市民・事業者の意識調査 

アンケート調査などにより、ごみ・リサイクルに関する市民、事業者の意識把握に努めていき

ます。 

併せて、各種施策の実施効果についても確認を行い、施策の優先順位を検討する材料とします。 

 

施策 1-6 環境美化指導員による普及啓発活動の支援 

平成 16 年 10 月に施行された「八潮市空き缶等のポイ捨て及び飼い犬のふんの放置の防止に

関する条例」に基づき、環境美化指導員による普及啓発活動を支援していきます。 

 

 

  

【取り組み方針】 

様々な媒体を用いた情報提供や環境に関連するイベントの開催など、ごみ・リサイク

ルを身近に感じる環境づくりを進めます。事業者に向けては、減量化に向けた資源物の

分別処理の要請などを実施していきます。 
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5.5.3. 減量化及び資源化の推進 
1） 取り組み方針 

 

 
 

2） 具体的な取り組み内容 

施策 2-1 食品ロスの削減 

家庭から発生する賞味期限切れの未開封食品や外食産業から発生する食べ残しの削減を目指す

ため、埼玉県が主体となって提唱している「食べきり SaiTaMa 大作戦」や「彩の国エコぐるめ

事業」、「全国おいしい食べきりネットワーク協議会」に関する情報提供を行い、食品ロスの削減

を図っていきます。 

 

施策 2-2 分別排出の徹底 

ごみに含まれる資源化可能な紙類などについて、分別の徹底を図ります。古紙は、雑がみの資

源化について、継続的に市民に周知を図っていきます。 

また、事業系ごみに含まれる古紙については、引き続き分別を要請し、ごみの減量化を図って

いきます。 

 

施策 2-3 修理・再生事業の継続 

リサイクルプラザで行っている自転車、家具類の修理・再生事業を継続し、再使用を促してい

きます。 

 

施策 2-4 資源化処理の継続 

八潮市リサイクルプラザで受け入れている資源物の受入を継続するとともに、不燃ごみや粗大

ごみからの有価物回収も継続的に実施していきます。 

 

施策 2-5 新たな分別区分や排出方法の検討 

可燃ごみとして排出されている「容器包装プラスチック類」について、資源として分別収集す

るか検討します。また、使用済み小型家電からのレアメタルなど資源物の回収を目的とした仕組

み作りも検討します。 

 

施策 2-6 民間リサイクルルートの活用促進 

商店街や中小の事務所など、単独ではごみ減量に取り組みにくい事業者に対して、古紙類や厨

芥類などの民間処理ルート活用に関する情報の提供に取り組みます。 

 

施策 2-7 集団資源回収の見直し及び活性化 

 少子化による子ども会などの活動停止や団体の高齢化による担い手不足、古紙の市場価格の低

下などの課題があるため、今後も市民が安心して集団回収を継続できる仕組みを検討します。 

 また、一定程度まとまった量の資源が排出される地域などには重点的に集団回収への参加を提

案します。 

 

施策 2-8 多量排出事業者に対する減量化計画策定等の指導 

 多量排出事業者に対し、減量化計画策定等を指導し、分別の徹底や再製品の活用など、事業者

への自主的なごみ減量・リサイクルへの取組みを促します。 

  

【取り組み方針】 

資源化可能なごみについて、分別排出の徹底を呼びかけることで、可燃ごみの減量と

資源化率の向上を図ります。 

事業者に対して、適正排出の指導、民間処理ルート活用に関する情報を提供していく

ことで、ごみ減量・資源化を促進していきます。 
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5.5.4. 安全で適切な処理体制の構築 
1） 取り組み方針 

 

 
 

2） 具体的な取り組み内容 

施策 3-1 集積所の維持管理 

 

施策 3-2 適切な収集・運搬の継続 

ごみの定期収集に際しては、中間処理施設への適切な収集・運搬がなされるように体制の維持

を図ります。また、特に有害ごみの収集・運搬については、他の分別ごみが混入しないよう充分

配慮します。 

 

施策 3-3 適正な中間処理の継続 

「可燃ごみ」については、組合の焼却施設で広域処理を行っていることから、構成市町間の連

携を図りながら、確実に処理が行われるよう協力していきます。 

また、市のリサイクルプラザで処理している「資源物」、「不燃ごみ・有害ごみ」、「粗大ごみ」に

ついては、引き続き適正な処理を継続していきます。 

 

施策 3-4 中間処理施設の維持管理・更新 

可燃ごみの安定した適正処理を行うため、構成市町と連携し、東埼玉資源環境組合の施設の適

切な維持管理に協力していきます。 

また、八潮市リサイクルプラザは、稼働後から 2５年以上が経過し、老朽化が目立ってきてい

るため、現行施設の修繕の実施・更新について検討します。 

 

施策 3-5 処理体制の検討 

 リサイクルプラザへ搬入される資源物の量が増加しているため、資源物の保管場所や処理体制

について検討します。 

また、廃棄物処理施設の更新や大規模修繕には多額の費用を必要とすることから、資源の売却

益の活用など、長期的な費用負担を検討します。 

 

施策 3-6 適正な最終処分の継続 

八潮市リサイクルプラザから発生する不燃残渣は、八潮市一般廃棄物最終処分場で適切な処理

を継続していきます。 

 

施策 3-7 最終処分場の維持管理 

最終処分場の施設は、稼働から稼働後 2５年以上が経過しているため、処分場や浸出水処理施

設の計画的な修繕を行っていきます。 

 

施策 3-8 まごころ収集制度の見直し 

今後、高齢者世帯の増加に伴う希望世帯の増加に対応した、まごころ収集制度の見直しを行い

ます。  

【取り組み方針】 

循環型社会の実現、快適な生活境保全を図りながら効率的収集・運搬体制の整備を目

指します。 

計画的な施設の延命化、更新を検討し、適正処理の継続を図ります。 
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5.5.5. SDGｓの理解促進と行動改革 
1） 取り組み方針 

 

 
 

2） 具体的な取り組み 

施策 4-1 環境教育の推進【再掲 施策 1-3】 

 学校教育で「ごみ・リサイクル」について学ぶ場を設け、子どもの頃からの環境教育を充実さ

せます。市のリサイクルプラザの見学などを引き続き行い、市民、事業者のごみ・リサイクルに

関する知識の強化を図ります。 

 

施策 4-2 環境にやさしいライフスタイルへの転換促進 

生ごみの水切り、使い捨て製品の使用自粛、リサイクル製品の購入促進などによるごみ減量化

への協力を、市民、事業者に働きかけていきます。 

 

施策 4-3 簡易包装の推進 

紙類やプラスチック類については、包装物として使用し、その後、ごみ・資源として排出され

るものが少なくないことから、マイバッグの推進や事業者に対する簡易包装の実施を要請してい

きます。 

 

施策 4-4 拡大生産者責任の提唱 

近年、拡大生産者責任の考え方が少しずつ浸透してきているものの、必ずしも十分とはいえな

い状況です。拡大生産者責任に伴う対応を国や県に要望するほか、市内の事業者に対しても協力

を依頼していきます。 

 

施策 4-5 指定袋制及びごみ有料化の検討 

ごみ処理に関し市民の負担の公平性の確保や適正排出などの効果を踏まえ、東埼玉資源環境組

合を構成する各市町と連携しながら指定袋制度及びごみ処理有料化の導入の調査・検討を行いま

す。 

 

施策 4-6 食べ残し等の削減 

食品ロスの大きな要因の一つとして、「食べ残し」があるため、家庭における作りすぎの防止や

飲食店におけるたのみ過ぎの防止、宴会などでの食べきりの推奨など、食べ残しにつながる原因

について啓発を図り、食べ残しなどの削減を推進します。 

 

 

  

【取り組み方針】 

市民・事業者・行政が連携し、循環型社会の構築を図りそれぞれの役割を果たす中、

SDGｓの理解促進と行動改革を推進することで持続可能な社会の実現を目指します。 
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5.5.6. その他の施策 
1） 災害廃棄物処理 

国は、平成 26年 3月に「災害廃棄物対策指針」を策定しています。これに基づき、各自治体

でも災害廃棄物処理計画の策定が必要となっており、本市でも平成３０年 3 月に「八潮市災害廃

棄物処理計画」を策定しています。 

なお、八潮市地域防災計画における被害想定などが見直された場合には、東埼玉資源環境組合

及び構成市町と連携を図りながら必要に応じて修正を行います。 

 

2） 不法投棄対策 

本市では、過去の事例などをもとに、不法投棄されやすい箇所を重点的にパトロールするなど

の対策を実施しており、不法投棄ごみ量は、減少傾向を示しています。今後もパトロールなどの

対策を継続的に実施することで、不法投棄を抑制していきます。 

 

3） 適正処理困難物 

本市では、以下に示すものは、適正処理困難物として収集を行っていません。本市としては、

処理できる業者の情報提供に努めていきます。 

 

耐火金庫、ピアノ、ガスボンベ、消火器、注射器、注射針、薬品・薬剤・農薬、廃油、各種

オイル・灯油・ガソリン、塗料、大量の接着剤、自動車などのバッテリー、タイヤ、畳、コン

クリート、ブロック、レンガ、タイル、石こうボード、建築廃材、残土、灰、石 など 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 資 料 編 ◆ 
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資料-1 八潮市の廃棄物処理の沿革 

 

年 月 市、東埼玉資源環境組合 国、県 

昭和 40 10 埼玉県東部清掃組合設立   

45 4 
燃えるごみ、燃えないごみの 2大分別

収集開始 
  

46 
7 
市直営で空き缶、空き瓶の収集開始

（月 1回） 
  

9   廃棄物処理法施行 

47 7 
八潮市廃棄物の処理及び清掃に関す

る条例の制定 
  

50 

4 
空き缶、空き瓶が燃えないごみとなり、

月 2回の収集となる 
  

5 
八潮市廃棄物越境投棄防止対策協議

会発足 
  

52 4 
燃えないごみ収集、業者委託・収集日

程変更 
  

56 7 
埼玉県東部清掃組合第二工場し尿処

理施設本稼動 
  

58 4 

事業系一般廃棄物処理業の許可（市内

4業者） 
  

事業系ごみの別途収集開始   

燃えるごみ、燃えないごみの収集日程

変更 
  

59 4 粗大ごみの戸別収集開始   

60 4 

埼玉県東部清掃組合第二工場ごみ焼

却施設本稼動 
  

乾電池の分別収集開始   

資源回収団体奨励金交付要網制定   

63 

4 八潮市資源リサイクルセンター稼動   

7 
資源（空き缶、空き瓶）の収集開始（週

1回） 
  

平成 3 4 
有害ごみの分別収集開始   

し尿処理手数料改定   

4 3 一般廃棄物処理基本計画の策定   
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年 月 市、東埼玉資源環境組合 国、県 

5 6 

八潮市廃棄物の処理及び再生利用に

関する条例及び規則の制定（「八潮市

廃棄物の処理及び清掃に関する条例」

の全面改正） 

  

6 

2 
ごみ減量化対策推進協議会より答申書

が提出される 
  

4 廃棄物減量等推進委員会が発足する   

9 最終処分場が完成し供用開始する   

7 

7 八潮市リサイクルプラザ稼動   

10 
埼玉県東部清掃組合第一工場ごみ焼

却施設増改築後、本稼動 
  

12   容器包装リサイクル法施行 

8 

3 

廃棄物減量等推進委員会により「紙ご

みの減量について」の答申書が提出さ

れる 

  

4 

八潮市資源回収団体奨励金交付要網

の一部改正（可燃物 1kgあたり 8円の

奨励額に改定） 

  

9 

3 八潮市資源リサイクルセンター廃止   

4 

一般廃棄物処理手数料（粗大ごみ、し

尿処理手数料）の改定並びに消費税の

転嫁 

  

10 3 

東部清掃組合第二工場ごみ処理施設

の一時休止並びに第一工場し尿処理

施設の閉鎖 

  

11 

5 
埼玉県東部清掃組合から東埼玉資源

環境組合へ名称変更 
  

10 
東埼玉資源環境組合で新たに堆肥化

事業を開始 
  

12 

4 古紙、布類の市収集開始   

10 
東埼玉資源環境組合において、

ISO14001の認証を取得 
  

13 

1   循環型社会形成推進基本法完全施行 

4 

  資源有効利用促進法施行 

  家電リサイクル法完全施行 

  グリーン購入法完全施行 
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年 月 市、東埼玉資源環境組合 国、県 

13 

5 

  食品リサイクル法完全施行 

  

「廃棄物の減量その他その適切な処理

に関する施策の総合的かつ計画的な

推進を図るための基本的な方針」策定 

10   
「第 5次埼玉県廃棄物処理基本計画」

策定 

15 

3   
「循環型社会形成推進基本計画」閣議

決定 

4 家庭ごみの定曜収集スタート   

10   
資源有効利用促進法に基づくパソコン

のリサイクル制度が始まる 

16 
10 

八潮市空き缶のポイ捨て及び飼い犬の

ふんの放置の防止に関する条例の施

行 

  

  
メーカーなどによる二輪車リサイクルシ

ステムが始まる 

12 八潮市が ISO14001を認証取得   

17 

1   自転車リサイクル法の施行 

4 

ペットボトルの分別収集開始（モデル地

区 2 ヶ所、公共施設など 13 ヶ所） 
  

粗大ごみの日曜日戸別収集開始   

18 4 

ペットボトル分別収集開始（集積所収

集） 
  

白色トレイ分別収集開始（公共施設な

ど 13箇所） 
  

19 
3 八潮市災害廃棄物処理基本計画策定   

6 第 5期分別収集計画策定   

20 
3   

「第 2次循環型社会形成推進基本計

画」閣議決定 

4 環境基本条例施行   

21 
4 環境基本計画策定 

家電リサイクル 3品目（液晶・プラズマ

テレビ、衣類乾燥機）追加 

12 八潮市路上喫煙防止条例を施行   

22 6 第 6期分別収集計画策定   
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年 月 市、東埼玉資源環境組合 国、県 

23 

1 
東埼玉資源環境組合が循環型社会形

成推進地域計画を策定 
  

3   
第 7次埼玉県廃棄物処理基本計画策

定 

7 

八潮市廃棄物の処理及び再生利用に

関する条例及び規則の一部改正（資源

物の持ち去り禁止条項の追加） 

  

11 
東日本大震災の影響で、東埼玉資源

環境組合が堆肥の販売を中止 
  

25 

4   小型家電リサイクル法の施工 

5   
「第 3次循環型社会形成推進基本計

画」閣議決定 

26 

1 
東埼玉資源環境組合第二工場ごみ処

理施設の建設工事着工 
  

10 
東埼玉資源環境組合が堆肥の販売を

再開 
  

28 

3   
第 8次埼玉県廃棄物処理基本計画策

定 

4 

東埼玉資源環境組合第二工場ごみ処

理施設、本稼動 
  

ごみ収集カレンダーを月めくり方式に変

更 
  

9 
東埼玉資源環境組合（仮称）汚泥再生

処理センターの建設工事着工 
  

29 3 八潮市一般廃棄物処理基本計画策定  

30 

4 
東埼玉資源環境組合汚泥再生処理セ

ンター本稼働 
  

6  
「第 4次循環型社会形成推進基本計

画」閣議決定 

令和元 10  食品ロス削減推進法完全施行 

3 

3  第 9次埼玉県廃棄物処理基本計画策

定 

4 

ペットボトルの専用ネット袋を集積所に

設置し収集開始 
 

「ゼロカーボンシティ」共同宣言  

4 4  プラスチック資源循環促進法施行 
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資料-2 八潮市の条例 

 

○八潮市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例 

平成５年６月17日 

条例第22号 

改正 平成５年12月22日条例第31号 

平成９年３月28日条例第７号 

平成11年６月25日条例第15号 

平成11年12月24日条例第27号 

平成14年６月24日条例第24号 

平成16年３月25日条例第10号 

平成23年３月18日条例第７号 

平成24年12月21日条例第31号 

平成25年12月20日条例第42号 

平成28年12月19日条例第40号 

平成31年３月20日条例第８号 

八潮市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（昭和47年条例第３号）の全部を改正する。 

目次 

第１章 総則（第１条―第６条） 

第２章 一般廃棄物（第７条―第12条） 

第３章 一般廃棄物処理業等（第13条―第19条の２） 

第４章 審議会（第20条―第22条） 

第５章 雑則（第23条―第28条） 

第６章 罰則（第29条・第30条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な処理を行うことにより公衆衛

生の向上を図り、かつ、廃棄物の再生利用を促進することにより資源の有効活用を図り、もっ

て市民の健康で快適な生活環境を保全することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第
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137号。以下「法」という。）及び浄化槽法（昭和58年法律第43号）の例による。 

２ この条例において「再生利用」とは、廃棄物を再び使用すること又は資源として利用するこ

とをいう。 

（平23条例７・一部改正） 

（市民の責務） 

第３条 市民は、廃棄物の排出を抑制し、分別して排出し、その生じた廃棄物をなるべく自ら処

分すること等により、廃棄物の減量に努めなければならない。 

２ 市民は、廃棄物の再生利用を促進するよう努めなければならない。 

３ 市民は、廃棄物の減量及び適正な処理並びに再生利用に関し、市の施策に協力しなければな

らない。 

（事業者の責務） 

第４条 事業者は、事業活動に伴って生じる廃棄物を自らの責任において適正に処理するととも

に、原材料の合理的な使用、製品の過剰な包装の回避等を図り、廃棄物の減量に努めなければ

ならない。 

２ 事業者は、その事業に係る製品が一度使用され、又は廃棄された後、再生資源として利用す

ることを促進するとともに、事業活動に伴って生じた廃棄物の回収、再生利用等の必要な措置

を講じなければならない。 

３ 事業者は、前２項に定めるもののほか、廃棄物の減量及び適正な処理並びに再生利用に関

し、市の施策に協力しなければならない。 

（市の責務） 

第５条 市は、一般廃棄物の減量に関し住民の自主的な活動の促進を図り、及び一般廃棄物の適

正な処理に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 市は、廃棄物の再生利用を促進するよう努めなければならない。 

（清潔の保持） 

第６条 土地又は建物の占有者（占有者がいない場合には管理者とする。以下同じ。）は、その

占有し、又は管理する土地又は建物の清潔を保つように努めなければならない。 

第２章 一般廃棄物 

（一般廃棄物処理計画） 

第７条 市長は、法第６条第１項に規定する一般廃棄物処理計画を毎年定めなければならない。 

（一般廃棄物の処理） 

第８条 市長は、前条の一般廃棄物処理計画に従って、一般廃棄物を収集し、運搬し、及び処分

しなければならない。 
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第９条 市長は、占有者等がその搬出する一般廃棄物を一時的に集積する場所として届け出た場

所のうち適当と認めるものその他適当と認める場所をごみ集積所として定めるものとする。 

２ 占有者等は、一般廃棄物を排出しようとするときは、次のとおり処理しなければならない。 

(1) 生活環境の保全上支障がなく、容易に処分することができる一般廃棄物については、自

ら処分すること。 

(2) 自ら処分することができない一般廃棄物は、市長の定める方法により、分別した上、袋

等の容器に収納し、所定の期日にごみ集積所に搬出すること。 

(3) 粗大ごみ又は多量ごみは、市長の定める方法により処理すること。 

３ 次に掲げる廃棄物は、ごみ集積所に搬出してはならない。 

(1) 有毒性物質を含むもの 

(2) 著しく悪臭を発するもの 

(3) 危険性のあるもの 

(4) 容積又は重量の著しく大きいもの 

(5) 特別管理一般廃棄物に指定されているもの 

(6) その他市長が特に一般廃棄物を処理する上で支障があると認めたもの 

４ 市長は、生活環境の保全上支障を生ずると認めるときは、占有者等が一般廃棄物を処理する

際に必要な措置を講ずるよう指導し、又は助言することができる。 

（平23条例７・一部改正） 

（資源物の持ち去りの禁止） 

第９条の２ 市長は、ごみ集積所に、規則で定めるところにより、ごみ集積所である旨及び資源

物（廃棄物のうち再生利用の目的となるもので規則で定めるものをいう。以下同じ。）を持ち

去ることを禁止する旨の表示をすることができる。 

２ 市及び第23条の規定により委託を受けた者以外の者は、前項の表示があるごみ集積所に搬出

された資源物を収集し、又は運搬してはならない。 

３ 市長は、前項の規定に違反して資源物を収集し、又は運搬した者に対し、規則で定めるとこ

ろにより、これらの行為を行わないよう命ずることができる。 

（平23条例７・追加） 

（動物の死体処理の申出） 

第10条 土地又は建物の占有者は、その土地又は建物内の犬、猫その他の動物の死体を自ら処理

することが困難なときは、速やかに市長に申し出て、その指示に従わなければならない。 

（事業活動に伴う一般廃棄物の処理） 

第11条 事業者は、その事業活動に伴って生じた一般廃棄物を自らの責任で処理することができ
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ないときは、市長が定める方法により処理しなければならない。 

２ 市長は、前項の一般廃棄物を多量に排出する事業者に対し、当該一般廃棄物の減量、再生利

用等に関する計画書の提出を求めることができる。 

（一般廃棄物の手数料） 

第12条 一般廃棄物の手数料は、別表第１に定める手数料の額に100分の110を乗じて得た額と

する。この場合において、１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。 

２ 市長は、災害その他特別の理由があると認めるときは、前項の手数料を減額し、又は免除す

ることができる。 

（平９条例７・平25条例42・平31条例８・一部改正） 

第３章 一般廃棄物処理業等 

（一般廃棄物処理業の許可） 

第13条 法第７条第１項の規定により一般廃棄物の収集若しくは運搬を業として行おうとする者

又は法第７条第６項の規定により一般廃棄物の処分を業として行おうとする者は、規則で定め

るところにより、市長の許可を受けなければならない。 

（平16条例10・一部改正） 

（許可証の交付） 

第14条 市長は、前条の許可をしたときは、当該申請者に許可証を交付するものとする。 

２ 前項の規定により許可証の交付を受けた者（以下「一般廃棄物処理業者」という。）が、許

可証を紛失し、又は損傷したときは、再交付を受けなければならない。 

（廃止又は変更） 

第15条 一般廃棄物処理業者は、その事業の全部若しくは一部を廃止し、又は住所その他の変更

をしたときは、速やかに市長に届け出なければならない。 

（事業の停止） 

第16条 市長は、一般廃棄物処理業者が次の各号のいずれかに該当するときは、規則で定めると

ころにより、期間を定めてその業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

(1) 法若しくは法に基づく処分若しくはこの条例の規定に違反する行為（以下「違反行為」

という。）をしたとき、又は他人に対して違反行為をすることを要求し、依頼し、若しくは

唆し、若しくは他人が違反行為をすることを助けたとき。 

(2) その者の事業の用に供する施設又はその者の能力が法第７条第５項第３号又は第10項第

３号に規定する基準に適合しなくなったとき。 

(3) 法第７条第11項の規定により当該許可に付した条件に違反したとき。 

(4) 偽りその他不正な手段により許可を受け、又は自ら事業を実施しないとき。 
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（平16条例10・一部改正） 

（許可の取消し） 

第16条の２ 市長は、一般廃棄物処理業者が次の各号のいずれかに該当するときは、その許可を

取り消さなければならない。 

(1) 法第７条第５項第４号イからヌまでのいずれかに該当するに至ったとき。 

(2) 法第７条の３第１号に該当し情状が特に重いとき、又は同条の規定による処分に違反し

たとき。 

２ 市長は、一般廃棄物処理業者が前条第２号、第３号又は第４号のいずれかに該当するとき

は、その許可を取り消すことができる。 

３ 市長は、前２項の規定による処分をした場合には、直ちにその旨を一般廃棄物処理業者に通

知するものとする。 

（平16条例10・追加） 

（一般廃棄物処理業の許可申請手数料等） 

第17条 一般廃棄物処理業の許可及び当該許可証の再交付を受けようとする者は、申請の際、別

表第２に掲げる手数料を納付しなければならない。 

２ 既納した手数料は、返還しない。 

（浄化槽清掃業の許可） 

第18条 浄化槽法第35条第１項の規定により、浄化槽清掃業を営もうとする者は、市長の許可

を受けなければならない。 

（読替規定） 

第19条 第14条、第15条及び第17条の規定は、前条の許可を受けた者に準用する。この場合に

おいて、第14条第２項及び第15条中「一般廃棄物処理業者」とあるのは「浄化槽清掃業者」

と、第17条第１項中「一般廃棄物処理業」とあるのは「浄化槽清掃業」と読み替えるものとす

る。 

（平16条例10・一部改正） 

（浄化槽清掃業の許可の取消し等） 

第19条の２ 市長は、浄化槽清掃業者に対して、浄化槽法第41条第２項の規定による処分を行

うことができる。 

（平16条例10・追加） 

第４章 審議会 

（審議会の設置） 

第20条 市が策定した総合的な廃棄物の減量化、再生利用等の推進を図るため、法第５条の７第
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１項の規定により、八潮市廃棄物減量等推進審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

（平14条例24・平16条例10・一部改正） 

（審議会の組織等） 

第21条 審議会は、委員15人以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 識見を有する者 

(2) 商工業団体の代表者 

(3) 消費者の代表者 

(4) その他市長が特に必要と認める者 

（平11条例15・一部改正） 

（委員の任期） 

第22条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠委

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

第５章 雑則 

（業務の委託） 

第23条 市長は、一般廃棄物の収集、運搬又は処分に関する業務の一部を適当と認める者に委託

することができる。 

（報告の徴収） 

第24条 一般廃棄物処理業者及び浄化槽清掃業者は、その業務に係る一般廃棄物の保管、収集、

運搬又は浄化槽の清掃（浄化槽清掃業者に限る。）について、市長に必要な報告をしなければ

ならない。 

（立入検査） 

第25条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、当該職員に必要と認める者の土地又は

建物に立ち入り、必要な検査をさせることができる。 

２ 前項の立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったとき

は、これを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 

（平16条例10・追加） 

（技術管理者の資格） 

第26条 法第21条第３項に規定する条例で定める技術管理者が有すべき資格は、次のとおりと

する。 

(1) 技術士法（昭和58年法律第25号）第２条第１項に規定する技術士（化学部門、上下水道
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部門又は衛生工学部門に係る第２次試験に合格した者に限る。） 

(2) 技術士法第２条第１項に規定する技術士（前号に該当する者を除く。）であって、１年

以上廃棄物の処理に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの 

(3) ２年以上法第20条に規定する環境衛生指導員の職にあった者 

(4) 学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学（短期大学を除く。次号において同

じ。）の理学、薬学、工学又は農学の課程において衛生工学又は化学工学に関する科目を修

めて卒業した後、２年以上廃棄物の処理に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(5) 学校教育法に基づく大学の理学、薬学、工学、農学又はこれらに相当する課程において

衛生工学及び化学工学に関する科目以外の科目を修めて卒業した後、３年以上廃棄物の処理

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(6) 学校教育法に基づく短期大学（同法に基づく専門職大学の前期課程を含む。）又は高等

専門学校の理学、薬学、工学、農学又はこれらに相当する課程において衛生工学又は化学工

学に関する科目を修めて卒業した（同法に基づく専門職大学の前期課程を修了した場合を含

む。）後、４年以上廃棄物の処理に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(7) 学校教育法に基づく短期大学（同法に基づく専門職大学の前期課程を含む。）又は高等

専門学校の理学、薬学、工学、農学又はこれらに相当する課程において衛生工学及び化学工

学に関する科目以外の科目を修めて卒業した（同法に基づく専門職大学の前期課程を修了し

た場合を含む。）後、５年以上廃棄物の処理に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者 

(8) 学校教育法に基づく高等学校又は中等教育学校において土木科、化学科又はこれらに相

当する学科を修めて卒業した後、６年以上廃棄物の処理に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者 

(9) 学校教育法に基づく高等学校又は中等教育学校において理学、工学、農学に関する科目

又はこれらに相当する科目を修めて卒業した後、７年以上廃棄物の処理に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者 

(10) 10年以上廃棄物の処理に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(11) 前各号に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると認められる者 

（平24条例31・追加、平31条例８・一部改正） 

（八潮市行政手続条例の適用除外） 

第27条 第９条の２第３項の規定による命令については、八潮市行政手続条例（平成９年条例第

23号）第３章の規定は適用しない。 

（平23条例７・追加、平24条例31・旧第26条繰下） 
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（委任） 

第28条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

（平16条例10・旧第25条繰下、平23条例７・旧第26条繰下、平24条例31・旧第27条繰

下） 

第６章 罰則 

（平23条例７・追加） 

第29条 第９条の２第３項の規定による命令に違反した者は、20万円以下の罰金に処する。 

（平23条例７・追加、平24条例31・旧第28条繰下） 

第30条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人

の業務に関し、前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して

同条の罰金刑を科する。 

（平23条例７・追加、平24条例31・旧第29条繰下） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第４章の規定は、平成６年４月１日から施行

する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行前にした改正前の八潮市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の規定による一

般廃棄物処理業及び浄化槽清掃業の許可は、改正後の八潮市廃棄物の処理及び再生利用に関す

る条例の規定に基づいてしたものとみなす。 

附 則（平成５年条例第31号） 

この条例は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年条例第７号） 

１ この条例は、平成９年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第12条第１項及び別表第１の規定は、この条例の施行の日以後の一般廃棄物の処理

に係る手数料について適用し、同日前の一般廃棄物の処理に係る手数料については、なお従前

の例による。 

附 則（平成11年条例第15号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成11年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 略 
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附 則（平成11年条例第27号） 

１ この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

２ 改正後の別表第１の規定は、この条例の施行の日以後の一般廃棄物の処理に係る手数料につ

いて適用し、同日前の一般廃棄物の処理に係る手数料については、なお従前の例による。 

附 則（平成14年条例第24号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成16年条例第10号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成23年条例第７号） 

この条例は、平成23年７月１日から施行する。 

附 則（平成24年条例第31号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成25年条例第42号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成26年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（八潮市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

４ 第２条による改正後の八潮市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例第12条第１項の規定

は、施行日以後の一般廃棄物の処理に係る手数料について適用し、施行日前の一般廃棄物の処

理に係る手数料については、なお従前の例による。 

附 則（平成28年条例第40号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成29年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第１の規定は、この条例の施行の日以後の一般廃棄物の処理に係る手数料につ

いて適用し、同日前の一般廃棄物の処理に係る手数料については、なお従前の例による。 

附 則（平成31年条例第８号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成31年４月１日から施行する。ただし、第12条第１項の改正規定は、同年

10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第12条第１項の規定は、平成31年10月１日以後の一般廃棄物の処理に係る手数料

について適用し、同日前の一般廃棄物の処理に係る手数料については、なお従前の例による。 
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別表第１（第12条関係） 

（平５条例31・平９条例７・平11条例27・平28条例40・一部改正） 

区分 手数料 備考 

し尿 定額制（月

額） 

普通便

槽 

1世帯につき 360円 (1) 臨時に処理す

る場合は、従量制

による。 

(2) 人数により手

数料を積算する

場合は、1歳未満

の者を除く。 

1人につき 310円 

無臭便

槽 

1世帯につき 510円 

1人につき 310円 

従量制 36リットルにつき 330円 

犬、猫その他動物

の死体 

1体につき 3,000円 1箇所から2体以上

の動物の死体を収

集及び運搬する場

合は、1体として手

数料を徴収する。 

粗大ごみ又は多量

ごみ 

市長の指定する場所へ搬入する場合にあっては、10キ

ログラムにつき 150円 

(1) 10キログラム

に満たないとき

は、これを10キ

ログラムに切り

上げるものとす

る。 

(2) 10キログラム

を超えるときは、

10キログラム未

満の端数は四捨

五入するものと

する。 

市が戸別収集する場合にあっては、10キログラムにつ

き150円として算出した額に収集運搬料600円を加算

して得た額 

事業活動によって

生じた一般廃棄物 

10キログラムにつき 210円 

別表第２（第17条、第19条関係） 

(1) 一般廃棄物処理業許可申請手数料 １件につき 2,000円 

(2) 一般廃棄物処理業許可証再交付申請手数料 １件につき 1,000円 

(3) 浄化槽清掃業許可申請手数料 １件につき 2,000円 

(4) 浄化槽清掃業許可証再交付申請手数料 １件につき 1,000円  
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○八潮市空き缶等のポイ捨て及び飼い犬のふんの放置の防止に関する条例 

平成16年９月28日 

条例第26号 

（目的） 

第１条 この条例は、空き缶等のポイ捨て及び飼い犬のふんの放置の防止について必要なことを

定め、市民、事業者及び市が協働して環境美化を推進することにより、清潔できれいなまちづ

くりの実現を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(1) 空き缶等 空き缶、空き瓶その他の容器及び包装（破損された容器及び包装、中身の入

った容器及び包装並びに栓及びふたを含む。）、たばこの吸い殻、チューインガムのかみか

す、紙くず並びに廃プラスチック類をいう。 

(2) 回収容器等 空き缶等を回収し、又は収納するための容器その他これに類する物をい

う。 

(3) ポイ捨て 空き缶等を回収容器等その他定められた場所以外の場所に捨てることをい

う。 

(4) 事業者 事業活動を行うすべての者をいう。 

(5) 市民等 市内に居住し、若しくは滞在し、又は市内を通過する者をいう。 

（市の責務） 

第３条 市は、ポイ捨て及び飼い犬のふんの放置（以下「ポイ捨て等」という。）の防止のため

に必要な施策を計画的に実施するものとする。 

２ 市は、ポイ捨て等の防止による環境美化の推進について、事業者及び市民等の意識の啓発を

図るとともに、環境に関する教育及び学習の振興が図られるよう努めるものとする。 

３ 市は、事業者及び市民等の環境美化に関する活動を推進するため、情報提供その他必要に応

じた支援に努めるものとする。 

（事業者の責務） 

第４条 事業者は、ポイ捨て等の防止による環境美化を推進するとともに、市が実施する施策に

協力しなければならない。 

２ ポイ捨ての原因となるおそれのある物の製造、加工又は販売を行う事業者は、そのポイ捨て

の防止について、消費者に対する意識の啓発その他必要な措置を講ずるよう努めるものとす
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る。 

（市民等の責務） 

第５条 市民等は、屋外で自ら生じさせた空き缶等を持ち帰り、又は回収容器等に収納しなけれ

ばならない。 

２ 市内に居住する者は、その居住地域において、ポイ捨て等の防止による環境美化の推進に努

めるとともに、市が実施する施策に協力しなければならない。 

（飼い主等の責務） 

第６条 飼い犬の所有者（所有者以外の者が飼養管理する場合は、その者を含む。以下「飼い主

等」という。）は、当該飼い犬が屋外でふんをしたときは、用具等に入れて持ち帰り適切に処

理しなければならない。 

（土地所有者等の責務） 

第７条 土地を所有し、占有し、又は管理するもの（以下「土地所有者等」という。）は、その

所有し、占有し、又は管理する土地に空き缶等が捨てられないように必要な措置を講ずるよう

努めるものとする。 

２ 土地所有者等は、ポイ捨て等の防止による環境美化の推進のために、市が実施する施策に協

力しなければならない。 

（投棄の禁止） 

第８条 何人も、みだりに空き缶等を捨ててはならない。 

（飼い犬のふんの放置の禁止） 

第９条 飼い主等は、公園、広場、道路、河川、水路その他の公共の場所及び他人が所有し、占

有し、又は管理する土地、建物等に当該飼い犬のふんを放置してはならない。 

（回収容器等の設置及び管理） 

第10条 自動販売機により飲料を販売する事業者その他空き缶等の散乱の原因となるおそれのあ

る物の販売を行う事業者は、空き缶等の散乱防止のため、当該販売する場所に空き缶等の回収

容器を設置し、これを適正に管理しなければならない。 

（きれいなまちづくり推進地域の指定） 

第11条 市長は、ポイ捨て等の防止による環境美化を推進するため、必要があると認められる地

域をきれいなまちづくり推進地域（以下「推進地域」という。）として指定することができ

る。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、推進地域を変更し、又は解除することができる。 

３ 市長は、前２項の規定により推進地域を指定し、又は変更し、若しくは解除したときは、そ

の旨を告示するものとする。 
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（施策の重点実施） 

第12条 市長は、推進地域において、ポイ捨て等の防止による環境美化の推進のための施策を重

点的に実施するものとする。 

（環境美化指導員） 

第13条 市長は、ポイ捨て等の防止に関する啓発、指導その他の環境美化に関する活動を実施す

るため、環境美化指導員を委嘱することができる。 

（立入調査） 

第14条 市長は、市民の快適な生活環境が阻害されていると認めたときは、市長が指定する職員

（以下「指定職員」という。）にポイ捨て若しくは飼い犬のふんの放置がされている場所又は

販売が行われている場所若しくは回収容器等が設置されている場所に立ち入らせ、必要な調査

をさせることができる。 

２ 前項の規定により立入調査をする指定職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者から

請求があったときは、これを提示しなければならない。 

３ 第１項に規定する立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならな

い。 

（勧告） 

第15条 市長は、第８条又は第９条の規定に違反した者に対し、市内の環境美化の推進を図るた

め必要な限度において、当該空き缶等又は飼い犬のふんの回収その他必要な措置を講ずるよう

勧告することができる。 

２ 市長は、第10条の規定に違反することにより、生活環境を著しく阻害していると認められる

事業者に対し、改善その他必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

（命令） 

第16条 市長は、前条第１項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなく当該勧告に従わな

いときは、その者に対し当該勧告に従うべきことを命ずることができる。 

２ 市長は、前条第２項の規定による勧告を受けた事業者が正当な理由がなく当該勧告に従わな

いときは、その事業者に対し当該勧告に従うべきことを命ずることができる。 

（公表） 

第17条 市長は、前条第２項の規定による命令を受けた事業者が正当な理由がなく当該命令に従

わないときは、その旨を公表することができる。 

（罰則） 

第18条 第16条第２項の規定による命令を受けた事業者が、正当な理由がなくその命令に従わな

いときは、10万円以下の罰金に処する。 
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第19条 第16条第１項の規定による命令を受けた者が、正当な理由がなくその命令に従わないと

きは、５万円以下の罰金に処する。 

（委任） 

第20条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成16年10月１日から施行する。 

ただし、第13条の規定は平成17年４月１日から、第18条及び第19条の規定は平成17年１月１日

から施行する。 
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資料-3 ごみ処理の予測 

ごみ処理などの将来予測に関するフローは、資料図 1 に示すとおりです。将来予測は、過去の

実績値を考慮して行いました。 

人口の将来予測は、「第 5 次八潮市総合計画」の計画人口に基づき設定しました。 

また、ごみ量の将来予測は、以下の 2 通りを行っています。 

 

①現状のまま推移した場合のごみ量 

個別のごみ排出量原単位（可燃ごみ、不燃・有害ごみ、資源物など）について、将来の傾向を把

握し、現状のまま推移した場合のごみ量の将来予測を行います（資料表 1、資料表 2）。 

 

②計画ごみ量 

現状のまま推移した場合のごみ量を踏まえて、目標値の設定や施策の検討を行った計画ごみ量

について将来予測を行います（資料表 3、資料表 ４）。 

 

 

 

資料図 1 ごみ排出量の将来予測フロー 

  

人口の将来予測

ごみ量の将来予測（現状のまま推移した場合）

家庭系ごみ 事業系ごみ 集団回収

ごみ減量・資源化目標の設定と施策の検討

ごみ減量・資源化施策後のごみ量の将来予測（計画ごみ量）
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資料表 1 ごみ排出量予測結果（現状のまま推移した場合） 

 実績 計画 

H28 H29 H30 H31・R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

人口 人 87,527 89,212 91,148 92,262 92,496 93,020 93,544 94,067 94,591 95,115 94,775 

家庭系ごみ排出量 ｔ 21,042.34 21,165.08 21,570.63 22,142.34 23,162.08 22,325.70 22,451.09 22,635.89 22,693.88 22,811.90 22,720.62 

 可燃ごみ ｔ 17,611.32 17,754.92 18,039.35 18,441.92 19,034.10 18,375.96 18,433.35 18,540.87 18,546.91 18,603.09 18,490.20 

 不燃・有害ごみ ｔ 790.07 787.46 843.62 916.02 964.22 949.64 967.28 986.04 998.14 1,012.35 1,016.34 

 粗大ごみ ｔ 266.71 258.56 316.48 323.66 356.39 351.75 360.90 370.45 377.02 384.32 387.44 

 資源物 ｔ

2,37

4.24 

2,374.24 2,364.14 2,371.18 2,460.74 2,807.37 2,648.35 2,689.56 2,738.53 2,771.81 2,812.14 2,826.64 

  ビン・カン ｔ 1,077.45 1,046.27 1,000.55 1,001.26 1,069.55 1,013.47 1,008.94 1,008.42 1,003.32 1,001.93 991.78 

  ペットボトル ｔ 219.66 240.13 248.97 258.04 277.48 276.71 283.39 290.92 296.58 302.73 306.15 

  布類 ｔ 160.26 155.33 160.82 173.89 212.42 206.43 218.86 232.74 246.17 261.07 273.97 

  古紙類 ｔ 910.88 915.71 956.54 1,022.70 1,242.42 1,146.91 1,173.85 1,201.90 1,221.18 1,242.17 1,250.53 

  白色トレイ ｔ 0.12 0.12 0.10 0.08 0.09 0.08 0.08 0.07 0.07 0.07 0.06 

  枝・草 ｔ 5.87 6.58 4.20 4.77 5.41 4.75 4.44 4.48 4.49 4.17 4.15 

事業系ごみ排出量 ｔ 9,317.78 9,191.36 9,255.42 9,046.87 8,560.85 9,017.82 8,982.47 8,951.28 8,923.39 8,898.16 8,875.12 

 可燃ごみ ｔ 9,304.69 9,065.49 9,173.62 8,940.56 8,474.56 8,917.10 8,881.75 8,850.56 8,822.67 8,797.44 8,774.40 

 不燃・有害ごみ ｔ 1.07 0.35 0.04 1.09 0.08 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53 

 粗大ごみ ｔ 2.26 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

 資源物 ｔ 9.76 125.52 81.76 105.22 86.21 100.19 100.19 100.19 100.19 100.19 100.19 

  ビン・カン ｔ 8.85 5.95 6.66 7.09 2.56 6.22 6.22 6.22 6.22 6.22 6.22 

  ペットボトル ｔ 0.91 0.91 1.56 2.72 1.31 1.48 1.48 1.48 1.48 1.48 1.48 

  枝・草 ｔ 0.00 118.66 73.54 95.41 82.34 92.49 92.49 92.49 92.49 92.49 92.49 

集団回収量 ｔ 994.43 898.45 819.03 728.50 598.56 617.10 580.62 550.01 520.83 495.60 468.91 

 古紙類 ｔ 942.94 852.14 774.68 682.28 560.19 570.44 533.69 502.69 473.39 447.88 421.36 

  新聞 ｔ 387.55 336.40 296.57 249.75 168.96 180.97 160.47 142.88 126.71 112.14 98.24 

  雑誌 ｔ 270.61 247.82 222.00 184.68 160.54 158.90 147.50 138.06 129.13 121.51 113.46 

  段ボール ｔ 282.62 265.40 254.40 246.51 230.09 228.84 223.98 220.00 215.79 212.47 207.90 

  牛乳パック ｔ 2.16 2.53 1.71 1.34 0.60 1.73 1.74 1.75 1.76 1.76 1.76 

 ウエス ｔ 37.40 32.49 30.37 30.60 23.37 31.78 31.96 32.22 32.31 32.49 32.38 

 鉄類 ｔ 9.13 9.88 10.64 10.96 10.92 10.57 10.63 10.72 10.75 10.81 10.77 

 ビン ｔ 3.63 2.58 1.40 1.09 0.68 1.95 1.96 1.98 1.98 2.00 1.99 

 ペットボトル ｔ 1.33 1.36 1.94 3.57 3.40 2.36 2.38 2.40 2.40 2.42 2.41 

その他 ｔ 24.96 22.98 22.84 18.71 14.06 20.71 20.71 20.71 20.71 20.71 20.71 

 公共施設 ｔ 8.02 9.15 7.34 8.49 4.34 7.47 7.47 7.47 7.47 7.47 7.47 

 町内清掃 ｔ 1.51 1.08 1.25 1.97 0.15 1.19 1.19 1.19 1.19 1.19 1.19 

 不法投棄 ｔ 15.43 12.75 14.25 8.25 9.57 12.05 12.05 12.05 12.05 12.05 12.05 

 治水公園 ｔ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

ごみ総排出量 ｔ 31,379.51 31,277.87 31,667.92 31,936.42 32,335.55 31,981.33 32,034.89 32,157.89 32,158.81 32,226.37 32,085.36 

ごみ排出量(集団回収除く) ｔ 30,385.08 30,379.42 30,848.89 31,207.72 31,736.99 31,364.23 31,454.27 31,607.88 31,637.98 31,730.77 31,616.45 

1人1日あたりごみ総排出量量 ｇ/人・日 982.23 960.55 951.87 945.76 957.78 941.95 938.25 934.04 931.44 928.26 927.52 

1人1日あたりごみ排出量 ｇ/人・日 948.50 932.96 927.26 926.72 937.48 923.78 921.24 918.07 916.36 913.98 913.96 

1人1日あたり家庭系ごみ排出量 ｇ/人・日 658.66 649.99 648.37 655.72 686.06 657.56 657.55 657.47 657.30 657.08 656.80 

 1人1日あたり可燃ごみ排出量 ｇ/人・日 549.75 545.26 542.23 547.63 562.25 541.23 539.88 538.53 537.19 535.85 534.51 

 1人1日あたり不燃・有害ごみ排出量 ｇ/人・日 24.66 24.18 25.36 27.20 28.48 27.97 28.33 28.64 28.91 29.16 29.38 

 1人1日あたり粗大ごみ排出量 ｇ/人・日 8.33 7.94 9.51 9.61 10.53 10.36 10.57 10.76 10.92 11.07 11.20 

1人1日あたり集団回収量 ｇ/人・日 31.04 27.59 24.62 21.63 17.68 18.18 17.01 15.98 15.09 14.28 13.56 
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資料表 2 ごみ処理量予測結果（現状のまま推移した場合） 

 実績 計画 

H28 H29 H30 H31・R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

人口 人 87,527 89,212 91,148 92,262 92,496 93,020 93,544 94,067 94,591 95,115 94,775 

ごみ総排出量 ｔ 31,379.51 31,277.87 31,667.92 31,936.42 32,335.55 31,981.33 32,034.89 32,157.89 32,158.81 32,226.37 32,085.36 

ごみ総排出量（集団回収除く） ｔ 30,385.08 30,379.42 30,848.89 31,207.72 31,736.99 31,364.23 31,454.27 31,607.88 31,637.98 31,730.77 31,616.45 

中間処理量 ｔ 29,477.21 29,338.35 29,814.51 30,084.96 30,406.73 29,943.52 30,024.08 30,171.11 30,198.90 30,291.78 30,180.86 

 焼却処理量 ｔ 26,916.01 26,820.41 27,212.97 27,382.48 27,508.66 27,393.29 27,439.16 27,544.52 27,545.31 27,603.17 27,482.39 

  直接焼却量 ｔ 26,417.30 26,320.90 26,647.79 26,787.50 26,854.15 26,826.70 26,871.62 26,974.80 26,975.57 27,032.24 26,913.96 

  可燃残渣焼却量 ｔ 498.71 499.51 565.18 594.98 654.51 566.59 567.54 569.72 569.73 570.93 568.43 

 焼却以外の中間処理量 ｔ 2,561.20 2,517.94 2,601.54 2,702.48 2,898.07 2,550.23 2,584.92 2,626.59 2,653.59 2,688.61 2,698.47 

  粗大ごみ ｔ 243.83 221.74 269.66 268.79 284.48 293.57 301.20 309.17 314.66 320.75 323.35 

  資源ごみ ｔ 1,077.45 1,046.27 1,000.55 1,001.26 1,069.55 1,013.47 1,008.94 1,008.42 1,003.32 1,001.93 991.78 

  不燃ごみ ｔ 789.45 786.61 842.98 915.18 963.77 948.88 966.50 985.25 997.34 1,011.54 1,015.53 

  ペットボトル ｔ 219.66 240.13 248.97 258.04 277.48 276.71 283.39 290.92 296.58 302.73 306.15 

  事業ビン・カン ｔ 8.85 5.95 6.66 7.09 2.56 6.22 6.22 6.22 6.22 6.22 6.22 

  事業粗大 ｔ 2.26 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

  事業持込 ｔ 1.07 0.35 0.04 1.09 0.08 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53 

  個人持込 ｔ 31.88 36.82 46.82 54.87 71.91 58.18 59.70 61.28 62.36 63.57 64.09 

  公共施設 ｔ 8.02 9.15 7.34 8.49 4.34 7.47 7.47 7.47 7.47 7.47 7.47 

  町内清掃 ｔ 1.51 1.08 1.25 1.97 0.15 1.19 1.19 1.19 1.19 1.19 1.19 

  不法投棄 ｔ 15.43 12.75 14.25 8.25 9.57 12.05 12.05 12.05 12.05 12.05 12.05 

  布類 ｔ 160.26 155.33 160.82 173.89 212.42 206.43 218.86 232.74 246.17 261.07 273.97 

  回収ペットボトル ｔ 0.91 0.91 1.56 2.72 1.31 1.48 1.48 1.48 1.48 1.48 1.48 

  乾電池 ｔ 0.62 0.85 0.64 0.84 0.45 0.76 0.78 0.79 0.80 0.81 0.81 

  まごころ ｔ 243.83 221.74 269.66 268.79 284.48 293.57 301.20 309.17 314.66 320.75 323.35 

資源化量 ｔ 3,449.66 3,425.87 3,329.93 3,369.00 3,527.68 3,397.29 3,390.01 3,393.39 3,383.54 3,382.23 3,357.10 

 直接資源化量（古紙類、白色ト

レイ） 

ｔ 911.00 915.83 956.64 1,022.78 1,242.51 1,146.99 1,173.93 1,201.97 1,221.25 1,242.24 1,250.59 

 中間処理後資源化量 ｔ 1,544.23 1,611.59 1,554.26 1,617.72 1,686.61 1,633.20 1,635.46 1,641.41 1,641.46 1,644.39 1,637.60 

  リサイクルプラザ資源化量 ｔ 1,538.36 1,486.35 1,476.52 1,517.54 1,598.86 1,535.96 1,538.53 1,544.44 1,544.48 1,547.73 1,540.96 

  枝・草量（組合堆肥化） ｔ 5.87 125.24 77.74 100.18 87.75 97.24 96.93 96.97 96.98 96.66 96.64 

 集団回収量 ｔ 994.43 898.45 819.03 728.50 598.56 617.10 580.62 550.01 520.83 495.60 468.91 

組合堆肥化量 ｔ 5.87 125.24 77.74 100.18 87.75 97.24 96.93 96.97 96.98 96.66 96.64 

焼却残渣量 ｔ 2,658.00 2,641.00 2,639.00 2,635.00 2,731.00 2,682.86 2,687.35 2,697.67 2,697.74 2,703.41 2,691.58 

 焼却残渣資源化量 ｔ 1,307.00 1,310.00 1,322.00 1,351.00 1,386.00 1,346.07 1,348.32 1,353.50 1,353.54 1,356.38 1,350.44 

 

 

焼却残渣埋立量 ｔ 1,351.00 1,331.00 1,317.00 1,284.00 1,345.00 1,336.79 1,339.03 1,344.17 1,344.21 1,347.03 1,341.14 

処理残差発生量（リサイクルプラザ） ｔ 886.21 870.47 948.30 972.74 1,100.23 964.59 966.21 969.92 969.94 971.98 967.73 

 可燃残物量 ｔ 495.57 498.60 563.62 592.26 653.20 566.59 567.54 569.72 569.73 570.93 568.43 

 不燃残渣量 ｔ 349.55 329.70 348.04 337.22 385.32 352.73 353.32 354.68 354.69 355.43 353.88 

 委託処理量 ｔ 41.09 42.17 36.64 43.26 61.71 45.27 45.35 45.52 45.52 45.62 45.42 

最終処分量 ｔ 1,700.55 1,660.70 1,665.04 1,621.22 1,730.32 1,689.52 1,692.35 1,698.85 1,698.90 1,702.46 1,695.02 

リサイクル率 ％ 10.99 10.95 10.52 10.55 10.91 10.62 10.58 10.55 10.52 10.50 10.46 

焼却残渣率 ％ 9.88 9.85 9.70 9.62 9.93 9.79 9.79 9.79 9.79 9.79 9.79 

最終処分率 ％ 5.60 5.47 5.40 5.19 5.45 5.39 5.38 5.37 5.37 5.37 5.36 

1人 1日あたり最終処分量 

 

ｇ/人・日 53.23 51.00 50.05 48.01 51.25 49.76 49.57 49.34 49.21 49.04 49.00 
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資料表 3 ごみ排出量予測結果（計画ごみ量） 

 実績 計画 

H28 H29 H30 H31・R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

人口 人 87,527 89,212 91,148 92,262 92,496 93,020 93,544 94,067 94,591 95,115 94,775 

家庭系ごみ排出量 ｔ 21,042.34 21,165.08 21,570.63 22,142.34 23,162.08 22,285.99 22,300.69 22,370.97 22,314.95 22,317.21 22,114.72 

 可燃ごみ ｔ 17,611.32 17,754.92 18,039.35 18,441.92 19,034.10 18,336.25 18,270.75 18,250.71 18,129.20 18,055.50 17,817.33 

 不燃・有害ごみ ｔ 790.07 787.46 843.62 916.02 964.22 949.64 933.43 917.01 893.34 870.62 838.48 

 粗大ごみ ｔ 266.71 258.56 316.48 323.66 356.39 351.75 348.26 344.52 337.43 330.51 319.64 

 資源物 ｔ 2,374.24 2,364.14 2,371.18 2,460.74 2,807.37 2,648.35 2,748.25 2,858.73 2,954.98 3,060.58 3,139.27 

  ビン・カン ｔ 1,077.45 1,046.27 1,000.55 1,001.26 1,069.55 1,013.47 1,008.94 1,008.42 1,003.32 1,001.93 991.78 

  ペットボトル ｔ 219.66 240.13 248.97 258.04 277.48 276.71 283.39 290.92 296.58 302.73 306.15 

  布類 ｔ 160.26 155.33 160.82 173.89 212.42 206.43 218.86 232.74 246.17 261.07 273.97 

  古紙類 ｔ 910.88 915.71 956.54 1,022.70 1,242.42 1,146.91 1,232.54 1,322.10 1,404.35 1,490.61 1,563.16 

  白色トレイ ｔ 0.12 0.12 0.10 0.08 0.09 0.08 0.08 0.07 0.07 0.07 0.06 

  枝・草 ｔ 5.87 6.58 4.20 4.77 5.41 4.75 4.44 4.48 4.49 4.17 4.15 

事業系ごみ排出量 ｔ 9,317.78 9,191.36 9,255.42 9,046.87 8,560.85 8,943.06 8,871.18 8,803.13 8,738.12 8,675.55 8,614.99 

 可燃ごみ ｔ 9,304.69 9,065.49 9,173.62 8,940.56 8,474.56 8,842.34 8,770.46 8,702.41 8,637.40 8,574.83 8,514.27 

 不燃・有害ごみ ｔ 1.07 0.35 0.04 1.09 0.08 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53 

 粗大ごみ ｔ 2.26 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

 資源物 ｔ 9.76 125.52 81.76 105.22 86.21 100.19 100.19 100.19 100.19 100.19 100.19 

  ビン・カン ｔ 8.85 5.95 6.66 7.09 2.56 6.22 6.22 6.22 6.22 6.22 6.22 

  ペットボトル ｔ 0.91 0.91 1.56 2.72 1.31 1.48 1.48 1.48 1.48 1.48 1.48 

  枝・草 ｔ 0.00 118.66 73.54 95.41 82.34 92.49 92.49 92.49 92.49 92.49 92.49 

集団回収量 ｔ 994.43 898.45 819.03 728.50 598.56 604.08 596.79 591.34 583.57 577.68 567.21 

 古紙類 ｔ 942.94 852.14 774.68 682.28 560.19 557.42 549.86 544.02 536.13 529.96 519.66 

  新聞 ｔ 387.55 336.40 296.57 249.75 168.96 167.60 166.21 165.25 163.36 161.90 158.96 

  雑誌 ｔ 270.61 247.82 222.00 184.68 160.54 159.25 157.93 157.02 155.22 153.83 151.04 

  段ボール ｔ 282.62 265.40 254.40 246.51 230.09 228.84 223.98 220.00 215.79 212.47 207.90 

  牛乳パック ｔ 2.16 2.53 1.71 1.34 0.60 1.73 1.74 1.75 1.76 1.76 1.76 

 ウエス ｔ 37.40 32.49 30.37 30.60 23.37 31.78 31.96 32.22 32.31 32.49 32.38 

 鉄類 ｔ 9.13 9.88 10.64 10.96 10.92 10.57 10.63 10.72 10.75 10.81 10.77 

 ビン ｔ 3.63 2.58 1.40 1.09 0.68 1.95 1.96 1.98 1.98 2.00 1.99 

 ペットボトル ｔ 1.33 1.36 1.94 3.57 3.40 2.36 2.38 2.40 2.40 2.42 2.41 

その他 ｔ 24.96 22.98 22.84 18.71 14.06 20.71 20.71 20.71 20.71 20.71 20.71 

 公共施設 ｔ 8.02 9.15 7.34 8.49 4.34 7.47 7.47 7.47 7.47 7.47 7.47 

 町内清掃 ｔ 1.51 1.08 1.25 1.97 0.15 1.19 1.19 1.19 1.19 1.19 1.19 

 不法投棄 ｔ 15.43 12.75 14.25 8.25 9.57 12.05 12.05 12.05 12.05 12.05 12.05 

 治水公園 ｔ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

ごみ総排出量 ｔ 31,379.51 31,277.87 31,667.92 31,936.42 32,335.55 31,853.84 31,789.37 31,786.15 31,657.35 31,591.15 31,317.63 

ごみ排出量(集団回収除く) ｔ 30,385.08 30,379.42 30,848.89 31,207.72 31,736.99 31,249.76 31,192.58 31,194.81 31,073.78 31,013.47 30,750.42 

1人1日あたりごみ総排出量量 ｇ/人・日 982.23 960.55 951.87 945.76 957.78 938.20 931.05 923.25 916.92 909.96 905.32 

1人1日あたりごみ排出量 ｇ/人・日 948.50 932.96 927.26 926.72 937.48 920.40 913.58 906.07 900.02 893.32 888.93 

1人1日あたり家庭系ごみ排出量 ｇ/人・日 656.86 649.99 648.37 657.52 684.18 656.39 653.15 649.78 646.33 642.83 639.29 

 1人1日あたり可燃ごみ排出量 ｇ/人・日 549.75 545.26 542.23 547.63 562.25 540.06 535.12 530.10 525.09 520.08 515.06 

 1人1日あたり不燃・有害ごみ排出量 ｇ/人・日 24.66 24.18 25.36 27.20 28.48 27.97 27.34 26.64 25.87 25.08 24.24 

 1人1日あたり粗大ごみ排出量 ｇ/人・日 8.33 7.94 9.51 9.61 10.53 10.36 10.20 10.01 9.77 9.52 9.24 

1人1日あたり集団回収量 ｇ/人・日 31.04 27.59 24.62 21.63 17.68 17.79 17.48 17.18 16.90 16.64 16.40 
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資料表 4 ごみ処理量予測結果（計画ごみ量） 

 実績 計画 

H28 H29 H30 H31・R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

人口 人 87,527 89,212 91,148 92,262 92,496 93,020 93,544 94,067 94,591 95,115 94,775 

ごみ総排出量 ｔ 31,379.51 31,277.87 31,667.92 31,936.42 32,335.55 32,335.55 31,853.84 31,789.37 31,786.15 31,657.35 31,591.15 

ごみ総排出量（集団回収除く） ｔ 30,385.08 30,379.42 30,848.89 31,207.72 31,736.99 31,736.99 31,249.76 31,192.58 31,194.81 31,073.78 31,013.47 

中間処理量 ｔ 29,477.21 29,338.35 29,814.51 30,084.96 30,406.73 30,406.73 29,834.32 29,767.30 29,757.74 29,624.98 29,552.15 

 焼却処理量 ｔ 26,916.01 26,820.41 27,212.97 27,382.48 27,508.66 27,508.66 27,284.09 27,228.87 27,226.11 27,115.78 27,059.08 

  直接焼却量 ｔ 26,417.30 26,320.90 26,647.79 26,787.50 26,854.15 26,719.75 26,665.68 26,662.98 26,554.93 26,499.40 26,269.97 

  可燃残渣焼却量 ｔ 498.71 499.51 565.18 594.98 654.51 564.33 563.19 563.13 560.85 559.68 554.83 

 焼却以外の中間処理量 ｔ 2,561.20 2,517.94 2,601.54 2,702.48 2,898.07 2,550.23 2,538.43 2,531.63 2,509.20 2,493.07 2,452.81 

  粗大ごみ ｔ 243.83 221.74 269.66 268.79 284.48 293.57 290.65 287.53 281.62 275.84 266.77 

  資源ごみ ｔ 1,077.45 1,046.27 1,000.55 1,001.26 1,069.55 1,013.47 1,008.94 1,008.42 1,003.32 1,001.93 991.78 

  不燃ごみ ｔ 789.45 786.61 842.98 915.18 963.77 948.88 932.68 916.28 892.62 869.92 837.81 

  ペットボトル ｔ 219.66 240.13 248.97 258.04 277.48 276.71 283.39 290.92 296.58 302.73 306.15 

  事業ビン・カン ｔ 8.85 5.95 6.66 7.09 2.56 6.22 6.22 6.22 6.22 6.22 6.22 

  事業粗大 ｔ 2.26 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

  事業持込 ｔ 1.07 0.35 0.04 1.09 0.08 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53 

  個人持込 ｔ 31.88 36.82 46.82 54.87 71.91 58.18 57.61 56.99 55.81 54.67 52.87 

  公共施設 ｔ 8.02 9.15 7.34 8.49 4.34 7.47 7.47 7.47 7.47 7.47 7.47 

  町内清掃 ｔ 1.51 1.08 1.25 1.97 0.15 1.19 1.19 1.19 1.19 1.19 1.19 

  不法投棄 ｔ 15.43 12.75 14.25 8.25 9.57 12.05 12.05 12.05 12.05 12.05 12.05 

  布類 ｔ 160.26 155.33 160.82 173.89 212.42 206.43 218.86 232.74 246.17 261.07 273.97 

  回収ペットボトル ｔ 0.91 0.91 1.56 2.72 1.31 1.48 1.48 1.48 1.48 1.48 1.48 

  乾電池 ｔ 0.62 0.85 0.64 0.84 0.45 0.76 0.75 0.73 0.72 0.70 0.67 

  まごころ ｔ 243.83 221.74 269.66 268.79 284.48 293.57 290.65 287.53 281.62 275.84 266.77 

資源化量 ｔ 3,449.66 3,425.87 3,329.93 3,369.00 3,527.68 3,454.64 3,605.75 3,766.05 3,909.45 4,061.54 4,182.38 

 直接資源化量（古紙類、白色ト

レイ） 

ｔ 911.00 915.83 956.64 1,022.78 1,242.51 1,146.99 1,232.62 1,322.17 1,404.42 1,490.68 1,563.22 

 中間処理後資源化量 ｔ 1,544.23 1,611.59 1,554.26 1,617.72 1,686.61 1,703.57 1,776.34 1,852.54 1,921.46 1,993.18 2,051.95 

  リサイクルプラザ資源化量 ｔ 1,538.36 1,486.35 1,476.52 1,517.54 1,598.86 1,606.33 1,679.41 1,755.57 1,824.48 1,896.52 1,955.31 

  枝・草量（組合堆肥化） ｔ 5.87 125.24 77.74 100.18 87.75 97.24 96.93 96.97 96.98 96.66 96.64 

 集団回収量 ｔ 994.43 898.45 819.03 728.50 598.56 604.08 596.79 591.34 583.57 577.68 567.21 

組合堆肥化量 ｔ 5.87 125.24 77.74 100.18 87.75 97.24 96.93 96.97 96.98 96.66 96.64 

焼却残渣量 ｔ 2,658.00 2,641.00 2,639.00 2,635.00 2,731.00 2,672.16 2,666.75 2,666.48 2,655.68 2,650.12 2,627.18 

 焼却残渣資源化量 ｔ 1,307.00 1,310.00 1,322.00 1,351.00 1,386.00 1,340.70 1,337.99 1,337.85 1,332.43 1,329.64 1,318.13 

 

 

焼却残渣埋立量 ｔ 1,351.00 1,331.00 1,317.00 1,284.00 1,345.00 1,331.46 1,328.77 1,328.63 1,323.25 1,320.48 1,309.05 

処理残差発生量（リサイクルプラザ） ｔ 886.21 870.47 948.30 972.74 1,100.23 960.74 958.80 958.70 954.82 952.82 944.57 

 可燃残物量 ｔ 495.57 498.60 563.62 592.26 653.20 564.33 563.19 563.13 560.85 559.68 554.83 

 不燃残渣量 ｔ 349.55 329.70 348.04 337.22 385.32 351.32 350.61 350.58 349.16 348.43 345.41 

 委託処理量 ｔ 41.09 42.17 36.64 43.26 61.71 45.09 45.00 44.99 44.81 44.72 44.33 

最終処分量 ｔ 1,700.55 1,660.70 1,665.04 1,621.22 1,730.32 1,682.78 1,679.38 1,679.21 1,672.40 1,668.91 1,654.46 

リサイクル率 ％ 10.99 10.95 10.52 10.55 10.91 10.85 11.34 11.85 12.35 12.86 13.35 

焼却残渣率 ％ 9.88 9.85 9.70 9.62 9.93 9.79 9.79 9.79 9.79 9.79 9.79 

最終処分率 ％ 5.60 5.47 5.40 5.19 5.45 5.38 5.38 5.38 5.38 5.38 5.38 

1人 1日あたり最終処分量 

 

ｇ/人・日 53.23 51.00 50.05 48.01 51.25 49.56 49.19 48.77 48.44 48.07 47.83 
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